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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移

　

回次 第65期 第66期 第67期 第68期 第69期

決算年月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月 平成20年２月

売上高及び営業収入 (百万円) 266,910 262,920 258,874 306,489 310,253

経常利益 (百万円) 5,254 4,455 3,828 5,934 5,638

当期純利益又は当期純損
失(△)

(百万円) 2,514 2,231 △2,504 4,421 △6,557

純資産額 (百万円) 36,666 38,157 34,982 39,740 31,977

総資産額 (百万円) 133,096 124,583 111,717 133,260 119,775

１株当たり純資産額 (円) 523.20 544.81 500.06 552.31 444.02

１株当たり当期純利益
金額又は当期純損失金額
(△)

(円) 35.43 31.48 △35.79 63.23 △93.78

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 27.5 30.6 31.3 29.0 25.9

自己資本利益率 (％) 7.1 6.0 ― 12.0 ─

株価収益率 (倍) 12.2 16.7 ― 11.1 ─

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 14,132 △10,820 5,468 7,856 2,693

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,794 △566 39 △1,517 1,412

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △12,048 10,444 △7,370 △5,697 △3,682

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 4,586 3,645 1,782 2,423 2,846

従業員数
〔外、平均パート
タイマー雇用者数〕

(人)
2,901

〔5,323〕

2,774

〔5,541〕

2,684

〔5,596〕

2,991

〔7,286〕

2,979

〔7,233〕

(注) １　売上高及び営業収入には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

３　純資産額の算定にあたり、第68期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第

５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。
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(2) 提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移

　

回次 第65期 第66期 第67期 第68期 第69期

決算年月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月 平成20年２月

売上高及び営業収入 (百万円) 262,339 258,536 254,774 252,127 252,847

経常利益 (百万円) 3,901 3,608 3,635 4,258 3,844

当期純利益又は当期純損
失(△)

(百万円) 2,166 1,675 △2,835 2,939 △6,867

資本金 (百万円) 10,838 10,838 10,838 10,838 10,838

発行済株式総数 (株) 70,162,84270,162,84270,162,84270,162,84270,162,842

純資産額 (百万円) 38,459 39,391 35,871 38,100 30,225

総資産額 (百万円) 128,954 121,072 109,437 111,681 100,142

１株当たり純資産額 (円) 548.73 562.36 512.66 544.84 432.28

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)
10.00

(5.00)

10.00

(5.00)

10.00

(5.00)

10.00

(5.00)

10.00

(5.00)

１株当たり当期純利益
金額又は当期純損失金額
(△)

(円) 30.49 23.56 △40.50 42.02 △98.22

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 29.8 32.5 32.8 34.1 30.2

自己資本利益率 (％) 5.8 4.3 ― 7.9 ─

株価収益率 (倍) 14.2 22.3 ― 16.6 ─

配当性向 (％) 32.8 42.4 ― 23.8 ─

従業員数
〔外、平均パート
タイマー雇用者数〕

(人)
2,329

〔4,756〕

2,200

〔4,887〕

2,166

〔4,965〕

2,134

〔4,975〕

2,122

〔4,950〕

(注) １　売上高及び営業収入には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

３　純資産額の算定にあたり、第68期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第

５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。
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２ 【沿革】

当社は、昭和31年10月10日株式会社東横百貨店(現：株式会社東急百貨店)の全額出資により、首都圏近郊

におけるスーパーマーケットの経営を目的として設立されました。

その後、株式の額面金額を500円から50円に変更するため、昭和22年12月12日設立の株式会社東急ストア

(旧称テー・エム工業株式会社、同社は昭和56年６月10日社名を株式会社東急ストアに変更)を形式上の存

続会社として、昭和57年３月１日を合併期日とする吸収合併を行ないましたが、以下の記載については実質

上の存続会社である株式会社東急ストアに関する事項についての記載であります。

　昭和31年10月東京都渋谷区上通二丁目55番地に、資本金10,000千円をもって東横興業株式会社を設

立。

　昭和31年11月川崎市中原区小杉町において武蔵小杉店を開設し、物品販売を開始。

　昭和32年４月 白木興業株式会社との合併により大森店・五反田店・高円寺店の営業を引き継ぎ、こ

れによりチェーンストア指向の方針を固める。

　昭和32年９月 社名を株式会社東光ストアに変更。

　昭和41年４月 東京都渋谷区大和田町98番地に本店を移転(昭和45年１月に住居表示変更があり東京

都渋谷区桜丘町26番20号)。

　昭和46年８月 東光食糧販売株式会社(昭和58年６月　東光食糧株式会社に商号変更。現・連結子会

社)を設立。

　昭和48年12月東光デイリー食品株式会社(昭和54年３月　東光食品株式会社に商号変更。現・連結子

会社)を設立。

　昭和50年３月 社名を株式会社東急ストアに変更し、東急グループの一員であることを明確にする。

東京都目黒区上目黒一丁目21番12号に本店を移転。

　昭和51年11月株式会社東光ドラッグ(現・連結子会社)を設立。

　昭和53年３月 株式会社協同技術センター(現・連結子会社)に資本参加。

　昭和54年２月 東光青果株式会社、東光水産株式会社の吸収合併により生鮮部門の直営体制を実現。

　昭和56年３月 財務内容の整備ならびに経営効率の強化をはかるため、当社の不動産管理会社である

東光土地建物株式会社を吸収合併。

　昭和57年３月 株式額面変更のため株式会社東急ストア(旧称テー・エム工業株式会社)に吸収合併。

　昭和57年12月東京証券取引所市場第二部に株式を上場。

　昭和58年11月東光サービス株式会社(現・連結子会社)を設立。

　昭和62年８月 東京証券取引所市場第一部に株式を上場。

　昭和63年２月 株式会社東急フローラ(平成９年６月　株式会社東光グリーン・フーズに商号変更。現

・連結子会社)を設立。

　平成４年７月 株式会社ティ・エスエステート(平成10年12月　株式会社マインズに商号変更。)を設

立。

　平成14年２月 グループ経営の効率化と事業基盤の強化をはかるため、株式会社マインズを吸収合

併。

　平成15年８月 当社本社及び中目黒店(中目黒本社ビル：東京都目黒区)で、環境管理システムの国際

規格である「ISO14001」の認証を取得。

　平成16年２月 東光食糧株式会社が、「ISO14001」の認証を取得。

　平成18年３月 第三者割当増資引受けにより、株式会社札幌東急ストアを連結子会社とする。

　平成18年７月 「ISO14001」の認証を新たに59店舗および流通センター・研修センターで認証取得

し、全事業所での認証取得を完了。

　平成20年２月 平成20年２月29日現在の店舗数は99店舗であります。
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３ 【事業の内容】

当企業グループは、当社及び子会社８社で構成され、その営んでいる主な事業内容は次のとおりでありま

す。

小売………………………… 当社は主に首都圏を、㈱札幌東急ストアは札幌市を商圏とするチェーンストア

として、食料品を中心に、衣料品、日用生活用品等の小売事業を展開しておりま

す。

また、㈱東光ドラッグ(医薬品、化粧品の専門店)、㈱東光グリーン・フーズ(生

花、観葉植物の専門店)は当社の店舗にテナントとして出店しております。

なお、平成20年３月１日付をもって、㈱東光グリーン・フーズは、商号を㈱東光

フローラに変更いたしました。

食料品製造加工・卸売…… 東光食品㈱は日配食品の豆腐、納豆、麺類、米飯等を、東光食糧㈱は米穀類を当

社へ商品供給を行っております。また、ディー・エフ食品㈱は、日配食品の豆

腐、納豆等を㈱札幌東急ストアへ商品供給を行っておりましたが、平成19年６

月末をもって中止いたしました。

サービスその他…………… 東光サービス㈱は店舗の警備、清掃、人材派遣業務を、㈱協同技術センターは店

舗の設備管理業務をそれぞれ行っております。

なお、上記のほか、当社は親会社である東京急行電鉄㈱より店舗を賃借しており、関連当事者である東急

カード㈱にクレジットカード関連業務を委託し、東急ファイナンス アンド アカウンティング㈱に資金の

預け入れ、借り入れをしております。

主な事業の概要図は次のとおりであります。

　

　

　

EDINET提出書類

株式会社東急ストア(E03085)

有価証券報告書

 5/93



４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所

資本金
又は
出資金
(百万円)

事業内容

議決権に対す
る所有割合
(被所有割合)
(％)

関係内容

役員の兼任

資金の
貸付

営業上の取引
設備の
賃貸借

当社
役員
(人)

当社
職員
(人)

(親会社)

東京急行電鉄㈱
(注)１

東京都渋谷区 121,724
鉄軌道事業、不動産
事業、その他事業

(直接　40.2)
(間接　 0.2)

2 ― ―
物品の販売及び施
設の賃借

建物の
賃借

(連結子会社)

東光食品㈱ 東京都目黒区 90食料品の製造販売 100.05 1
資金の
貸付

食料品の仕入
建物の
賃貸

東光食糧㈱
神奈川県川崎
市川崎区

96米穀類の卸売 100.05 1 ― 米穀類の仕入
建物の
賃貸

㈱東光
グリーン・フーズ

東京都目黒区 50
生花、観葉植物の仕
入販売及び専門店経
営

100.04 1 ―
生花、観葉植物の
仕入及び販売委託

建物の
賃貸

㈱東光ドラッグ 東京都目黒区 30
医薬品、化粧品等の
専門店経営

100.05 ―
資金の
貸付

医薬品、化粧品等
の販売委託

建物の
賃貸

東光サービス㈱ 東京都目黒区 30
警備保障、保安警備、
清掃衛生管理及び人
材派遣

100.04 2 ―
警備保障、保安警
備、清掃管理委託
及び人材派遣受入

建物の
賃貸

㈱協同技術センター 東京都目黒区 50
建物、設備の保守総
合管理

100.05 1 ―
建物、設備の保守
総合管理委託

建物の
賃貸

㈱札幌東急ストア
(注)２、４

北海道札幌市
白石区

1,377
食料品を中心とした
生活用品等の販売

50.73 3
資金の
貸付

― ―

ディー・エフ食品㈱
北海道札幌市
白石区

10不動産賃貸業
100.0

〔100.0〕
― 3 ― ― ―

(注) １　有価証券報告書の提出会社であります。

２　特定子会社であります。

３　「議決権に対する所有割合(％)」欄の〔　〕は内書であり、間接所有割合であります。

４　㈱札幌東急ストアについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。

　　　　主な損益情報等　①売上高　　　　52,291百万円

　　　　　　　　　　　　②経常利益　　   1,056百万円　　　

　　　　　　　　　　　　③当期純損失　   　301百万円

　　　　　　　　　　　　④純資産額　   　1,979百万円

　　　　　　　　　　　　⑤総資産額　　　20,604百万円

　

EDINET提出書類

株式会社東急ストア(E03085)

有価証券報告書

 6/93



５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年２月29日現在

事業部門名 従業員数(人)

小売 2,523 〔6,703〕

食料品製造加工・卸売    94 〔  206〕

サービスその他   362 〔  324〕

合計 2,979 〔7,233〕

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の〔　〕は、パートタイマー(８時間換算)の年間平均雇用人員を外書しております。

     

(2) 提出会社の状況

平成20年２月29日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

2,122 40.6 19.2 5,305,820

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　パートタイマー(８時間換算)の年間平均雇用人員は、4,950人であります。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

当社の労働組合の状況は次のとおりであり、労使間において特記すべき事項はありません。

平成20年２月29日現在

名称 組合員数(人) 上部組織

全東急ストア労働組合 2,384日本サービス・流通労働組合連合

なお、連結子会社においても労使間において特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、外需の高まりを背景に景気は緩やかに回復しましたが、サブプ

ライムローン問題の影響や、原材料価格の高騰など、先行きの不透明感が増大いたしました。小売業界に

おきましては、このような経済状況に加え、「食品の安全性」や「価格」に対してお客様の関心が高ま

り、消費動向に変化がみられるなど、厳しい経営環境で推移いたしました。

　

このような環境のもと当社グループは、「上質化」の基本理念のもと、地域で一番お客様のことをよく

知り、ご要望にお応えする、「顧客密着」企業を目指した取り組みを進めております。当連結会計年度に

おきましてはＰＢ（プライベートブランド）商品の開発推進および拡販などの営業力の強化や、財務会

計システムの刷新など効率化に向けてのシステム構築をすすめました。また、東光食品㈱では食品安全面

で「ＩＳＯ22000」、㈱協同技術センターでは品質面で「ＩＳＯ9001」といったマネジメントシステムの

国際規格の認証を取得するなど、「安全」「安心」な商品やサービスの提供に積極的に取り組んでまい

りました。

　

当社におきましては、新設店舗は平成１９年３月にプレッセ東京ミッドタウン店（東京都）、４月に河

辺店（東京都）と新都立大学店（東京都）、７月にはプレッセ二子玉川仮設店（東京都）の４店舗を開

設いたしました。その一方で、３月に筑紫野店（福岡県）、４月に都立大学仮設店（東京都）、６月に二俣

川店（神奈川県）、７月に二子玉川店（東京都）、平成２０年１月には誉田店（千葉県）を閉鎖いたしま

した。また、既存店舗では、五反田店は東急グループと連携したビル全体のリニューアルのため、上層階

（４階から８階）を返還したほか、全館のグランドオープンに先駆け、食品フロアを活性化いたしまし

た。高島平店では新規テナントを導入したほか、買いまわりや利便性の向上を目的とした活性化をおこな

いました。

　

営業面では、過度な割引サービスを中止する一方、集客力をアップし、売上高を確保するため、ポイント

サービスの活用など新企画の販促を実施いたしました。しかし、価格に敏感なお客様の離反が想定以上に

あったことなどで上半期の業績は低迷いたしました。こうした状況を踏まえ、下半期より青果を中心とし

た生鮮食品の価格訴求の強化をおこない、加えてＰＢ商品の拡販を含めた常備商品の品揃えの見直しな

ど販促策の軌道修正をおこないました。さらに接客サービスや売場管理の見直しなど小売業としての基

本を徹底し、営業力の強化につとめた結果、下半期の業績は回復いたしました。

　

利益面では、ＰＢ商品の開発・拡販で売上総利益率の改善をはかったほか、原油価格や原材料価格の高

騰が続くなか、諸経費の効果的な支出につとめました。
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㈱札幌東急ストアにつきましては、創業３５周年を迎え、記念販促や記念商品の開発・拡販をおこな

い、集客力向上による売上高の増加につとめました。また、北栄店を建替オープンさせたほか、真駒内店で

改装をおこなうなど、収益の改善をすすめました。 

その他、ロジスティクス改革にも取り組み、１１月に常温物流センターを、平成２０年３月には低温物流

センターを稼動させ、物流網の集約や店舗作業の省力化をおこない、物流コストの削減や生産性の向上に

つとめました。 

また、環境管理システムの国際規格である「ＩＳＯ14001」の認証を全事業所で取得するなど、環境活動

にも積極的に取り組んでまいりました。 

　その他の子会社におきましても、当社との連携のもと、「高品質」・「高付加価値」の商品開発・サー

ビスの提供を中心に営業力強化をはかるとともに、効率的なオペレーションや経費の有効活用に取り組

んでまいりました。

　

以上の結果、当連結会計年度における当社グループの業績は、売上高及び営業収入は3,102億53百万円

（前期比1.2％増）となりました。しかしながら、利益面におきましては、当社単体の上半期の業績が低迷

した影響で営業利益は64億83百万円（前期比4.3％減）、経常利益は56億38百万円（前期比5.0％減）と

なりました。また、次期からの新中期経営計画の策定にあたり、減損兆候の判定をより厳しくしたことで、

一部店舗で減損損失を計上したほか、繰延税金資産のうち回収が見込めない部分について取崩しをおこ

なった結果、当期純損失は65億57百万円となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、税金等調整前当期純損失3億23百万円に、減価償却費36億

97百万円や減損損失54億62百万円が加わる一方、退職給付引当金の減少額10億50百万円や法人税等の支

払額16億75百万円などが差し引かれ、26億93百万円の収入となりました。

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、店舗の新設、改装などによる支出が45億40百万円ありまし

たが、差入敷金保証金の償還や保有資産の売却などにより、14億12百万円の収入となりました。

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、借入金の返済等により、36億82百万円の支出となりまし

た。

この結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末の残高は、前連結会計年度末に比べ4億23百万円増

加し、28億46百万円となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

販売実績

当連結会計年度における売上高の内訳は次のとおりであります。

　

事業部門 金額(百万円) 前連結会計年度比(％)

小売

一般食品 131,429 103.4

生鮮食品 76,243 102.7

衣料品 13,795 94.3

生活用品 21,657 97.8

のれん街・特選街等 53,067 95.7

計 296,193 100.9

食料品製造加工・卸売 1,701 97.8

合計 297,894 100.9

(注)　サービスその他事業部門の収入については、営業収入に計上しております。
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３ 【対処すべき課題】

今後の見通しにつきましては、家計所得の伸び悩みが見込まれるなか、原材料価格高騰による小売価格

上昇が、消費マインドに大きく影響し、個人消費が低調に推移するとの懸念から、厳しい経営環境になる

と予想されます。

　こうした中で当社グループは、平成２０年度を初年度とする新中期３か年経営計画をスタートしており

ます。「継続して成長できる企業力の確立」に向け、「スクラップ＆ビルドによる利益改善」、「既存店

収益力の回復」、「業務改革、業務改善による効率化の推進」を基本方針として、営業利益の安定的拡大

を目指してまいります。

　　

　当社における平成２０年度の取り組みといたしましては、新設店舗は４月に西小山店（東京都）、久が

原店（東京都）を、１１月には向ヶ丘遊園店（神奈川県）を開設いたします。　なお、西小山店は中食需要

に対応し惣菜などを強化した新業態「東急ストアフードステーション」の第１号店として開設いたしま

した。一方、鉄道の耐震補強工事にともない、３月に学芸大学店（東京都）、５月に大倉山店（神奈川県）

を、また、商業環境の変化にともない、４月にこま武蔵台店（埼玉県）をそれぞれ閉鎖いたします。既存店

舗につきましては、東急グループリテール関連プロジェクトと連携し、４月に東急五反田ビル

「remy gotanda（レミィ五反田）」の開業にあわせ、五反田店を改装オープンするなど、収益力の回復を

目的とした改装・活性化を順次すすめてまいります。

　㈱札幌東急ストアにつきましては、既存店舗の活性化を積極的に推進し、収益の改善をはかっていくほ

か、ロジスティクス改革の効果を最大限発揮するため、働き方の見直しをはかり、生産性の向上を目指し

てまいります。　

　

　その他の子会社につきましては、引き続き当社との連携のもと、業務の効率化・高品質な商品の開発な

どをすすめるとともに、当社グループ外へ営業活動をさらに拡大することで、新たな販売機会を創出し、

営業力の強化につとめてまいります。

　　

　以上の諸施策を、グループ一丸となって推進し、事業基盤の強化、連結業績の向上につとめてまいりま

す。

　また、当社は、平成２０年７月１日に株式交換により東京急行電鉄㈱の完全子会社になることが予定さ

れております。当社と東京急行電鉄㈱が経営及び戦略を一体化することで、これまで以上に迅速な意思決

定と効率的かつ機動的な経営施策を推進し、グループシナジーを最大限発揮することが可能となります。

当社はこのシナジー効果を活用することで持続的成長を果たすとともに、東急グループにおける沿線価

値向上により一層貢献してまいります。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したもので

あります。

　

(1) 事業環境について

当社グループは、主に首都圏を商圏とするチェーンストアとして、食料品を中心に、衣料品、日用生活用

品等の小売事業を展開しており、この事業特性として、景気や個人消費の動向、税制改正による消費動向

の変動や天候不順等の影響を大きく受けることがあります。

　また、当社グループが事業基盤として店舗展開しております東急線沿線及びその近郊においても、同業

・異業態の小売業他社の新規出店により、競合の激化が引き続いております。今後の出店については、東

急沿線の更なる深耕によりドミナントエリアの強化を図りながら、沿線以外においても首都圏50km以内

のエリアにおいて立地及びマーケットを厳選したうえで出店をすすめてまいりますが、商圏環境の変化

や法的規制等により出店計画が予定通り進捗しない場合や、新設店舗が想定した収益を下回る可能性も

あります。

　また、当社は親会社である東京急行電鉄株式会社を中核とする東急グループのコア事業の一つであるリ

テール関連事業を担っており、また、同社より店舗設備等を賃借しておりますが、今後、東急グループの事

業戦略が変更された場合等には、当社グループの業績や財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(2) 食品の安全性について

当社グループでは、お客様に「安心・安全」な商品を提供するために、食品衛生法等の関連諸法規の遵

守はもちろんのこと、総務部に「防災安全・食品衛生対策センター」を設置し、全店・全営業所の査察・

指導や専任の「表示監視担当」による表示点検、食品衛生士による商品の自主収去及び商品試験室での

検査を実施する等、日頃より食品の安全確保のための施策に取り組んでおります。

　また、安心・安全に対する取り組みとして、生産者を明らかにした産地直送野菜コーナーの拡大や、青

果、牛肉におけるトレーサビリティの対応強化等を進めております。

　しかしながら、当社グループに起因する問題の発生のほかに、食中毒、BSE(狂牛病)、鳥インフルエンザや

野菜の残留農薬問題等の食品衛生問題、及び当社並びにテナントで販売する一般的な商品の品質等に問

題が発生した場合、お客様の食品に対する不信感の高まりによる売上高の減少や、商品の回収、損害賠償

等の費用の発生により、当社グループの業績や財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(3) 災害・トラブル等の発生について

当社グループは、主に首都圏に店舗を展開しているほか、物流センター、工場設備等を保有しておりま

す。このため、自然災害や火災、その他予期せぬ事故等の発生に伴う店舗設備等の被害やシステムのトラ

ブルについては、その発生を想定したさまざまな対策を講じておりますが、想定を超える災害や社会イン

フラの大規模な障害等のトラブルが発生した場合には、当社グループの業務の全部または一部が不全と

なる場合、または被災設備等の回復に多額の費用が発生するなどにより、当社グループの業績や財政状態

に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(4) 法的規制について

当社グループの事業活動は、大規模小売店舗立地法や独占禁止法のほか、食品衛生、店舗設備、労働、環

境・リサイクル等に関わる各種の法令・規則等の適用を受けております。今後、これら法的規制が強化さ

れるなどの変更があった場合には、その対応のための費用が増加する可能性があります。また、法的規制

の変更に対応できなかった場合には、当社グループの事業活動が制限される可能性があり、当社グループ

の業績や財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。
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(5) 個人情報管理について

当社グループは、よりよい商品・サービスを提供させていただくため、顧客情報等の個人情報を保有し

ております。当社グループでは、個人情報の取り扱い及びシステムに関して、社内規程及び業務ごとに必

要なルールを策定するとともに、部署ごとに管理者を置く等組織を整備し、個人情報保護法その他関係法

令等を遵守する体制を構築しておりますが、今後、不測の事故・事件等による個人情報の流出等により問

題が発生した場合、当社グループの社会的信用の失墜や損害賠償等の問題の発生により、当社グループの

業績や財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(6) 有利子負債及び金利変動について

当社グループは、大型店舗開設等に係る設備資金を金融機関からの借入により調達しており、平成20年

２月29日現在の連結有利子負債残高が468億円であります。

　金利変動リスクを回避するため、固定金利での調達に努めるとともに、金利スワップ取引により金利変

動のリスクをヘッジしておりますが、市場金利が上昇した場合には、相対的に金利負担が重くなったり、

資金調達の条件が悪化するなどにより、当社グループの業績や財政状態に悪影響を及ぼす可能性があり

ます。

　

(7) 減損会計の適用について

当社グループは、減損損失計上の要件に該当する物件はすべて減損損失を計上しております。しかしな

がら、今後、不動産価格の下落や事業環境の変化などによっては、新たに減損損失計上の要件に該当する

物件が発生したり、売却することとなった場合にはその価格により固定資産売却損を計上する可能性が

あり、これにより当社グループの業績や財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

当社と親会社である東京急行電鉄㈱は、平成20年３月27日開催のそれぞれの取締役会において平成20

年７月１日をもって同社を株式交換完全親会社、当社が株式交換完全子会社となる旨の株式交換契約を

締結する決議を行い、同日付で契約締結をいたしました。

また、当社は平成20年５月22日開催の定時株主総会において、同契約の承認を受けており、平成20年７

月１日を効力発生日とする株式交換を行う予定であります。

詳細につきましては、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　（1）連結財務諸表　注記事項」の「重

要な後発事象」及び「第５　経理の状況　２　財務諸表等　（1）財務諸表　注記事項」の「重要な後発事

象」に記載しております。

　

６ 【研究開発活動】

特記すべき事項はありません。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づい

て作成されております。この連結財務諸表の作成にあたって、経営者は、決算日における資産・負債及び

報告期間における収入・費用の報告金額ならびに開示に影響を与える見積りを行わなければなりませ

ん。これらの見積りについては、過去の実績、現在の状況に応じ合理的に判断を行っておりますが、実際の

結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

　

(2) 経営成績の分析

　売上高及び営業利益

売上高は、当社において新設店を４店舗開設したほか、既存店の改装・活性化による収益力の改善に取

り組んでまいりましたが、競合の激化及び客数・買上単価の低下により、既存店売上高が前年を下回りま

したが、前連結会計年度において、㈱札幌東急ストアが連結子会社化に伴い決算期を変更した影響もあ

り、前連結会計年度に比べ、25億47百万円増加し、2,978億94百万円となりました。また、売上総利益につい

ては、プライベートブランド商品の開発・拡販や仕入原価の引き下げなどにより、前連結会計年度に比べ

7億5百万円増加いたしました。

営業収入は、前年８月に開設した新低温物流センターの通期における稼動に伴う受取流通費の増加な

どにより12億16百万円増加いたしました。一方、販売費及び一般管理費は、新設・改装店舗の経費負担増

加や、物流センターの運営及び配送業務の委託費用の増加などにより、22億16百万円の増加となり、営業

利益は、前連結会計年度と比べ2億94百万円減少し、64億83百万円となりました。

　

　営業外損益及び経常利益

営業外収益は、前連結会計年度に比べ、51百万円減少し、6億22百万円となりました。この減少は、主に受

取利息及び受取配当金の減少によるものです。営業外費用は、解体撤去費の減少などにより、前連結会計

年度に比べ49百万円減少し、14億68百万円となりました。この結果、経常利益は、前連結会計年度に比べ、2

億96百万円減少し、56億38百万円となりました。

　

　特別損益及び当期純損益

特別利益は、固定資産売却益の減少により、前連結会計年度に比べ13億19百万円減少し、2億67百万円と

なりました。特別損失は、平成20年度からの新中期３か年経営計画の策定にあたり、減損兆候の判定をよ

り厳しく行った結果、一部店舗で減損損失を追加計上するなどにより、前連結会計年度に比べ38億90百万

円増加し、62億28百万円となりました。この結果、税金等調整前当期純損益は、3億23百万円の損失計上と

なりました。ここから法人税等及び繰延税金資産のうち回収が見込めない部分についての取崩しを行っ

た法人税等調整額を差引き、少数株主損失を加算した結果、当期純損失は、65億57百万円となりました。
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(3) 財政状態の分析

当連結会計年度の資産合計は、前連結会計年度と比べ134億84百万円減少し、1,197億75百万円となりま

した。流動資産は17億28百万円増加しましたが、減損損失及び減価償却費の計上により有形固定資産が60

億14百万円減少したほか、回収が見込めない部分について繰延税金資産の取崩しを行ったことにより、投

資その他の資産が93億34百万円減少したことによるものであります。

また、当連結会計年度の負債合計は、前連結会計年度に比べ57億21百万円減少し、877億98百万円となり

ました。これは主に借入金の返済や企業年金掛金の拠出及び退職金の支払による退職給付引当金の減少

によるものであります。

純資産合計は、前連結会計年度と比べ77億63百万円減少し、319億77百万円となりました。これは、当期

純損失65億57百万円の計上及び配当金の支払により利益剰余金が72億56百万円減少したことが主な要因

であります。

この結果、当連結会計年度の自己資本比率は、25.9％となり、前連結会計年度に比べ3.1ポイント低下い

たしました。

　

(4) キャッシュ・フローの分析

営業活動によるキャッシュ・フローは、26億93百万円の収入で、前連結会計年度と比べ51億63百万円減

少しました。これは、期末におけるクレジット売掛債権の流動化実施額の減少による売上債権の増加や、

法人税等の支払額の増加、その他未払金などが減少したことによるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得による支出が増加した一方、投資有価証券の売

却による収入や、差入敷金保証金の償還による収入などが増加したことにより、前連結会計年度の15億17

百万円の支出から、当連結会計年度は14億12百万円の収入に転じております。

財務活動によるキャッシュ・フローは、当連結会計年度は36億82百万円の支出となりました。前連結会

計年度との比較では、20億15百万円の支出減となりましたが、これは主に短期借入による収入の増加によ

るものであります。

これらの結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度に比べ、4億23百万円増加し、28億46

百万円となりました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度における店舗の新設、改装や今後の出店物件への設備投資は、43億81百万円となりまし

た。

　小売事業では、当社は新設店舗として、プレッセ東京ミッドタウン店、河辺店、新都立大学店、プレッセ二子

玉川仮設店の４店舗を開設いたしました。既存店舗では、五反田店は東急グループと連携したビル全体のリ

ニューアルのため、上層階を返還したほか、全館のグランドオープンに先駆け、食品フロアを活性化いたし

ました。また、高島平店では、新規テナントを導入したほか、買いまわりや利便性の向上を目的とした活性化

をおこないました。その他の店舗におきましても活性化を実施し、収益基盤の更なる強化につとめてまいり

ました。

　㈱札幌東急ストアは、北栄店を建替オープンさせたほか、真駒内店で改装をおこなうなど、収益の改善をす

すめました。
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成20年２月29日現在

事業所名
(所在地)

事業部門 設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

器具及び
備品

土地
(面積㎡)

合計

東京都
五反田店(品川区)
他52店舗

小売 店舗 6,556 1 450
11,959
(20,752)

18,967
843

〔2,332〕

神奈川県
中央林間店
(大和市)
他33店舗

小売 店舗 5,701 60 317
9,369
(14,800)

15,449
621

〔1,849〕

茨城県
取手店(取手市)

小売 店舗 379 － 2
372

(1,405)
755

25
〔92〕

千葉県
土気あすみが丘店
(千葉市緑区)
他４店舗

小売 店舗 177 － 16
1,128
(7,974)

1,322
60

〔270〕

埼玉県
上尾店(上尾市)
他２店舗

小売 店舗 321 0 14
847

(9,829)
1,183

25
〔124〕

静岡県
下田店(下田市)
他２店舗

小売 店舗 414 0 14
2,040
(8,399)

2,469
34

〔75〕

東扇島流通セン
ター
(神奈川県川崎市
川崎区)

小売
物流
センター

4,414 175 29
3,275
(60,180)

7,893
12

〔43〕

(注) １　従業員数欄の〔　〕は、パートタイマー(８時間換算)の年間平均雇用人員を外書しております。

２　現在休止中の主要な設備はありません。

　

(2) 国内子会社

平成20年２月29日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業部門 設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物及び

構築物
機械装置

及び運搬具

器具及び
備品

土地
(面積㎡)

建設仮勘定 合計

東光食品
㈱

水戸工場
他(茨城
県東茨城
郡他)

食 料 品
製 造 加
工 ・ 卸
売

工場等 889 523 23
594

(33,291)
－ 2,030

63
〔205〕

東光食糧
㈱

精米セン
ター(神
奈川県川
崎市川崎
区)

食 料 品
製 造 加
工 ・ 卸
売

精米
センター

50 165 4
－
(－)

21 242
31
〔1〕

㈱札幌東
急ストア

平 岡 店
(北海道
札幌市清
田区)他
28店舗他

小売 店舗等 4,169 40 457
5,681
(57,859)

－ 10,348
355

〔1,567〕

(注) １　従業員数欄の〔　〕は、パートタイマー(８時間換算)の年間平均雇用人員を外書しております。

２　現在休止中の主要な設備はありません。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

　

会社名
事業所名
(所在地)

事業部門
設備の
内容

投資予定金額
資金調達
方法

着工及び完成予定年月 年間売上
予定額
(百万円)総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

着工 完成予定

提出会社

西小山店（東京
都品川区）

小売 店舗新設 313 41自己資金
平成20年
    １月

平成20年
    ４月

900

久が原店（東京
都大田区）

小売 店舗新設 612 89自己資金
平成19年
    11月

平成20年
    ４月

2,000

向ヶ丘遊園店
（神奈川県川崎
市多摩区）

小売 店舗新設 345 5 自己資金
平成20年
    ６月

平成20年
    11月

1,300

新東戸塚駅西口
店（神奈川県横
浜市戸塚区）

小売 店舗新設 588 － 自己資金
平成20年
   11月

平成21年
    ３月

2,000

　

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 170,000,000

計 170,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年２月29日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年５月23日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 70,162,84270,162,842
東京証券取引所
(市場第一部)

―

計 70,162,84270,162,842― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成４年４月15日 6,378,44070,162,842 ― 10,838 ― 10,339

(注)　株式分割(１株につき1.1株)による増加であります。

　

(5) 【所有者別状況】

平成20年２月29日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

─ 38 24 146 62 6 9,85710,133 ―

所有株式数
(単元)

─ 14,584 413 29,6701,312 9 23,33869,326836,842

所有株式数
の割合(％)

─ 21.04 0.60 42.80 1.89 0.01 33.66100.0 ―

(注) １　自己株式241,142株は「個人その他」に241単元及び「単元未満株式の状況」に142株含めて記載しておりま

す。

２　「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、２単元含まれております。

　

(6) 【大株主の状況】

平成20年２月29日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

東京急行電鉄株式会社 東京都渋谷区南平台町５番６号 27,781 39.60

東急ストア従業員持株会 東京都目黒区上目黒一丁目21番12号 4,815 6.86

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口４)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,608 2.29

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(中央三井アセッ
ト信託銀行再信託分・CMTBエク
イティインベストメンツ株式会
社信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,410 2.01

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 1,354 1.93

株式会社横浜銀行
神奈川県横浜市西区みなとみらい三丁目
１番１号

1,342 1.91

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 1,292 1.84

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,235 1.76

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,074 1.53

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町一丁目13番２号 750 1.07

計 ― 42,662 60.80

(注)  上記三菱UFJ信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年２月29日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 241,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

69,085,000
69,085 ―

単元未満株式
普通株式

836,842
― ―

発行済株式総数 70,162,842― ―

総株主の議決権 ― 69,085 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権２個)含まれ

ております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己保有株式142株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年２月29日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社東急ストア

東京都目黒区上目黒
一丁目21番12号

241,000 ─ 241,000 0.34

計 ― 241,000 ─ 241,000 0.34

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

　　【株式の種類等】

　　　会社法第155条第７号による普通株式の取得

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】
　　　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 34,973 20,715,254

当期間における取得自己株式 3,648 1,838,778

(注)当期間における取得自己株式には、平成20年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他(単元未満株式の売渡請求に
よる売渡)

27,390 14,310,127 1,777 929,202

保有自己株式数 241,142 ― 243,013 ―

 (注)当期間における処理状況及び保有自己株式数には、平成20年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの

単元未満株式の買取り及び売渡しによる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様に対する利益還元を最重要課題の一つとして考えております。 

利益配当につきましては、会社の業績ならびに財務体質強化のための内部留保と調和をはかりつつ、中間配

当及び期末配当の年２回を基本的な方針といたしております。配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期

末配当は株主総会であります。

　内部留保資金につきましては、店舗の新設、改装などの設備投資に充当し、事業基盤のさらなる拡大・強化

につとめてまいります。

　当期の配当金につきましては、前期同様、中間配当金は一株当たり５円を実施し、年間配当金は一株当たり

10円といたしました。

　なお、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款で定めております。

　

(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額 １株当たり配当額

（百万円） （円）

平成19年10月11日　取締役会決議 349 5

平成20年５月22日　定時株主総会決議 349 5

　

４ 【株価の推移】

　

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第65期 第66期 第67期 第68期 第69期

決算年月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月 平成20年２月

最高(円) 445 620 742 910 704

最低(円) 326 434 498 598 436

(注)　株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年９月 10月 11月 12月 平成20年１月 ２月

最高(円) 564 505 504 520 499 509

最低(円) 475 436 453 491 449 436

(注)　株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役

取締役会長
川　島　　　宏 昭和10年８月25日生

昭和33年４月 当社入社

(注)３ 70

昭和54年５月 当社取締役

昭和58年５月 当社常務取締役

平成３年５月 当社専務取締役

平成９年５月 当社取締役副社長、当社代表取締

役(現)

平成12年８月 当社取締役社長

平成17年５月 当社取締役会長(現)

代表取締役

取締役社長
高　橋　一　郎 昭和16年10月27日生

昭和39年４月 東京急行電鉄株式会社入社

(注)３ 66

昭和41年７月 当社入社

昭和56年５月 当社取締役

昭和59年５月 当社常務取締役

平成９年５月 当社専務取締役

平成12年８月 当社代表取締役(現)

平成15年５月 当社取締役副社長

平成17年５月 当社取締役社長(現)

常務取締役
社長室担当、
管理本部長

相　馬　秀　彦 昭和20年６月10日生

昭和43年11月当社入社

(注)３ 43

平成３年５月 当社取締役

平成９年５月 当社常務取締役(現)

平成11年６月 当社商品本部長

平成15年５月 当社営業本部・商品本部担当

平成17年５月 当社社長室担当、管理本部長(現)

常務取締役
営業本部・
商品本部・
開発本部担当

老　松　雄　司 昭和23年１月17日生

昭和45年４月 当社入社

(注)３ 30

平成７年５月 当社取締役

平成13年５月 当社管理本部長

平成14年11月当社社長室担当

平成15年５月 当社常務取締役(現)

平成17年５月 当社営業本部・商品本部・開発本

部担当(現)

取締役 社長室長 名  倉  和  夫昭和21年２月７日生

昭和45年４月 当社入社

(注)３ 21

平成８年３月 当社店舗企画部長

平成９年５月 当社取締役(現)

平成13年３月 当社開発企画室長

平成15年５月 当社営業本部長

平成19年３月 当社社長室長(現)

取締役
商品本部
衣料品・
生活用品担当

水　谷　治　夫 昭和23年３月５日生

昭和45年４月 当社入社

(注)３ 21

平成７年５月 当社人事部長

平成９年５月 当社取締役(現)

平成９年５月 当社衣料品部長

平成19年３月 当社商品本部衣料品・生活用品担

当(現)

取締役 営業本部長 三　戸　　　博 昭和23年２月27日生

昭和46年４月 当社入社

(注)３ 12

平成12年３月 当社店舗運営部長

平成15年５月 当社取締役(現)

平成15年５月 当社研修センター長

平成16年９月 当社店舗運営部長

平成19年３月 当社営業本部長(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

取締役 開発本部長 廣　本　　　崇 昭和24年１月19日生

昭和46年４月 当社入社

(注)３ 25
平成14年３月 当社社長室長

平成15年５月 当社取締役(現)

平成19年３月 当社開発本部長(現)

取締役 商品本部長 石　川　　　勉 昭和26年８月16日生

昭和49年４月 当社入社

(注)３ 9

平成15年３月 当社日配食品部長

平成15年５月 当社取締役(現)

平成16年９月 当社商品企画室長

平成17年５月 当社商品本部長(現)

取締役 日配食品部長 塚　本　節　生 昭和28年２月３日生

昭和50年４月 当社入社

(注)３ 8平成16年９月 当社日配食品部長(現)

平成17年５月 当社取締役(現)

取締役 物流部長 宮　﨑　育　尚 昭和28年５月24日生

昭和52年４月 当社入社

(注)３ 8
平成14年９月 当社情報システム部長

平成17年５月 当社取締役(現)

平成20年５月 当社物流部長(現)

取締役 人事部長 小　野　道　久 昭和28年11月29日生

昭和52年４月 当社入社

(注)３ 7平成15年３月 当社人事部長(現)

平成19年５月 当社取締役(現)

取締役 経理部長 水　島　憲太郎 昭和29年11月14日生

昭和53年４月 当社入社

(注)３ 15平成15年３月 当社経理部長(現)

平成19年５月 当社取締役(現)

取締役 越　村　敏　昭 昭和15年９月20日生

昭和39年４月 東京急行電鉄株式会社入社

(注)３ ―

平成７年６月 同社取締役

平成11年６月 同社常務取締役

平成13年６月 同社専務取締役

平成17年６月 同社取締役社長（現）

平成19年５月 当社取締役(現)

取締役 鈴　木　克　久 昭和19年１月24日生

昭和41年４月 東京急行電鉄株式会社入社

(注)３ ―

平成11年６月 同社取締役

平成13年６月 同社常務取締役

平成17年６月 同社専務取締役

平成18年６月 同社取締役副社長（現）

平成20年５月 当社取締役(現)

取締役 木　下　雄　治 昭和26年４月23日生

昭和50年４月 東京急行電鉄株式会社入社

(注)３ ―

平成15年６月 同社取締役

平成18年６月 同社常務取締役（現）

平成19年２月 株式会社東急百貨店専務取締役

平成20年４月 株式会社東急百貨店取締役専務執

行役員(現)

平成20年５月 当社取締役(現)

取締役 水　田　寛　和 昭和12年11月９日生

昭和37年４月 東京急行電鉄株式会社入社

(注)３ ―

平成７年４月 株式会社東急百貨店取締役

平成８年８月 同社常務取締役

平成10年４月 同社専務取締役

平成12年４月 同社取締役社長

平成13年５月 当社取締役(現)

平成20年４月 株式会社東急百貨店取締役会長

(現)

常勤監査役 奥　本　晋　也 昭和21年８月29日生

昭和45年４月 当社入社

(注)４ 13
平成３年３月 当社システム開発部長

平成13年３月 当社ロジスティクス推進部長

平成13年５月 当社常勤監査役(現)
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常勤監査役 手　塚　正　義 昭和25年10月16日生

昭和49年４月 当社入社

(注)４ 4
平成10年３月 当社畜産部長

平成15年３月 当社総務部長

平成16年５月 当社常勤監査役(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

監査役 岩　田　哲　夫 昭和23年４月30日生

昭和47年４月 株式会社三菱銀行(現 株式会社三

菱東京UFJ銀行)入行

(注)４ ―

平成11年６月株式会社東京三菱銀行(現 株式会

社三菱東京UFJ銀行)取締役

平成15年６月 同行常務取締役

平成19年６月 東京急行電鉄株式会社常勤監査役

（現）

平成20年５月 当社監査役(現)

監査役 雨　宮　　　主 昭和33年６月20日生

昭和57年４月 東京急行電鉄株式会社入社

(注)４ ―

平成18年４月 同社リテール関連事業推進会議事

務局統括部長

平成19年１月 同社リテール事業本部リテール関

連事業推進会議事務局統括部長

平成20年４月 同社リテール事業本部事業統括部

統括部長（現）

平成20年５月 当社監査役(現)

計 352

(注) １　取締役 越村敏昭、鈴木克久、木下雄治、水田寛和の各氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役

であります。

２　監査役 岩田哲夫、雨宮主の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３　取締役の任期は、平成20年２月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年２月期に係る定時株主総会

終結の時までであります。

４　監査役の任期は、平成20年２月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年２月期に係る定時株主総会

終結の時までであります。　
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社は、コーポレート・ガバナンスの充実を最重要課題の一つと位置付け、経営の効率化および健全性、

透明性の確保に努め、お客様、株主の皆様をはじめとする全てのステークホルダーにとって価値ある企業を

目指しております。
　

(1) 会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況等

①　会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況

取締役17名(うち、社外取締役４名)で構成される取締役会は、法令、定款および取締役会規程の定め

るところにより会社の経営方針ならびに業務執行上の重要事項を決議し、取締役の職務の執行を監督

しております。

また、当社は監査役制度を採用しており、監査役は４名(うち、社外監査役２名)であります。

　

②　内部監査および監査役監査の状況

当社は、内部監査機能を統合した「内部統制推進室」(５名)において、機動的に内部監査を行うな

ど、監査機能の強化をはかっております。

監査役は、取締役会をはじめ重要な会議に出席し、必要に応じて意見を述べるほか、重要な決裁書類

等の閲覧や業務執行状況の聴取などを随時行っております。

相互連携につきましては、監査役会を年４回以上開催し、監査に関する重要な事項について報告を受

け、協議又は決議を行っております。また、会計監査では、会計監査人より定例の連絡会において報告・

説明が行われております。

　

③　会計監査の状況

当事業年度において会計監査業務を執行した公認会計士は次のとおりです。

　

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名

指定社員

業務執行社員

田口　茂雄

新日本監査法人
松尾　浩明

※継続監査年数については、全員７年以内であるため記載を省略しております。

監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　２名　その他　８名

(注) その他は、会計士補、公認会計士試験合格者、システム監査担当者であります。

　

④　社外取締役及び社外監査役との関係

当社の社外取締役であります越村敏昭、鈴木克久、木下雄治の各氏は、東京急行電鉄株式会社の代表

取締役社長、代表取締役副社長、常務取締役であり、当社は同社との間に賃借料等の取引があります。

　なお、鈴木克久氏は、東急保険コンサルティング株式会社の代表取締役社長であり、当社は同社との間

に事務委託の取引があります。

同じく水田寛和氏は、株式会社東急百貨店の代表取締役会長であり、同社は当社と同一の営業の部類

に属する営業を行っております。

当社の社外監査役であります山田匡通氏は、株式会社イトーキの代表取締役会長であります。同じく

中原徹郎氏は、東京急行電鉄株式会社の専務取締役であります。なお、山田匡通、中原徹郎の両氏は平成

20年５月22日付をもって退任し、新たに東京急行電鉄株式会社の常勤監査役であります岩田哲夫氏、東

京急行電鉄株式会社のリテール事業本部事業統括部統括部長であります雨宮主氏の両氏が就任致しま

した。

なお、いずれの会社間における取引につきましても定型的なものであります。また、社外取締役個人

および社外監査役個人と当社との間で特別な利害関係はありません。
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(2) リスク管理体制の整備の状況

当社グループは、東急グループコンプライアンス指針に則り、コンプライアンス経営によるリスク管理

体制を確立するため、「行動規範」を制定するとともに、内部監査機能を統合した「内部統制推進室」に

おいて、機動的な内部監査を行うなど、監査機能の強化をはかっております。さらに「行動規範」の徹底

をはかるため、コンプライアンスに関する社内研修を適宜実施するとともに、平成16年３月には、社長以

下全従業員が、お客様・社会に対する「わたくしの誓い」として、上記の「行動規範」に基づいた、社会

的良識を持った責任ある行動を誓約しております。

また、重大なリスクを及ぼす事件・事故が発生した場合や危機予防の必要性が予測される場合には、

「リスク管理委員会」を開催し、同委員会が情報・分析・評価を行い、具体的対応案を策定し、会社の決

定機関で報告・決定をいたします。

安心・安全に対しては、総務部に「防災安全・食品衛生対策センター」を設置し、定期的に全営業所の

食品衛生や防災について自主査察・指導を行っております。また、専任の「表示監視担当」による表示点

検や食品衛生士による商品の自主収去及び商品試験室での検査を実施しております。

情報セキュリティに関する取り組みといたしましては、平成17年４月の個人情報保護法の施行をふま

え、当社内の重要情報を有効かつ安全に活用するため、平成17年３月に「情報セキュリティ規程」「情報

システム管理・運用規程」「個人情報管理規程」を制定し、情報および情報システムの取扱いに関する

管理体制を強化いたしました。

　

(3) 役員報酬の内容

当事業年度における取締役及び監査役に対する役員報酬は、以下のとおりであります。

　　取締役　15名　136百万円

　　監査役　４名　 35百万円

　　（うち社外役員　４名　５百万円）

　（注）取締役の役員報酬には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含めておりません。

　

(4) 監査報酬の内容

当事業年度における、当社の会計監査人であります新日本監査法人に対する報酬は、以下のとおりであ

ります。

　 公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  27百万円

   上記以外の業務に基づく報酬　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  1百万円

（注）上記以外の業務に基づく報酬は、内部統制評価体制構築に関する助言業務の委託に対するもの

であります。

　

(5) 取締役の定数

　　当社の取締役は20名以内とする旨を定款で定めております。

　

(6) 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨および累積投票によらない旨を定款で定めてお

ります。

　

(7) 自己の株式の取得の決定機関

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を

取得することができる旨を定款で定めております。これは自己の株式の取得を取締役会の権限とするこ

とにより、機動的な財務施策等の経営諸施策を可能とすることを目的とするものであります。
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(8) 中間配当金

当社は、取締役会の決議によって、毎年８月31日を基準日として会社法第454条第５項に規定する中間

配当を行うことができる旨を定款に定めております。これは株主への機動的な利益還元を行うことを目

的とするものであります。

　

(9) 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することがで

きる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を

定款で定めております。これは株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円

滑な運営を行うことを目的とするものであります。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度(平成18年３月１日から平成19年２月28日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成19年３月１日から平成20年２月29日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度(平成18年３月１日から平成19年２月28日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成19年３月１日から平成20年２月29日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作

成しております。

　

２　監査証明について

当社は、前連結会計年度(平成18年３月１日から平成19年２月28日まで)及び前事業年度(平成18年３月１

日から平成19年２月28日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当連結会計年度(平成19年３

月１日から平成20年２月29日まで)及び当事業年度(平成19年３月１日から平成20年２月29日まで)は金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸表について、新日本監

査法人により監査を受けております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年２月28日)

当連結会計年度
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 ※１ 2,423 2,846

　２　受取手形及び売掛金 ※２ 2,418 3,464

　３　たな卸資産 9,882 9,790

　４　繰延税金資産 922 703

　５　その他 6,452 7,027

　６　貸倒引当金 △6 △10

　　　流動資産合計 22,09316.6 23,82119.9

Ⅱ　固定資産

　(1) 有形固定資産

　　１　建物及び構築物 ※１ 85,126 79,061

　　　　減価償却累計額 56,979 28,147 55,097 23,963

　　２　機械装置及び運搬具 ※１ 4,530 4,431

　　　　減価償却累計額 3,498 1,032 3,443 987

　　３　器具及び備品 10,829 10,352

　　　　減価償却累計額 9,001 1,828 8,832 1,519

　　４　土地 ※１ 35,665 34,848

　　５　建設仮勘定 688 27

　　　有形固定資産合計 67,36150.5 61,34751.2

　(2) 無形固定資産 2,2231.7 2,3582.0

　(3) 投資その他の資産

　　１　投資有価証券 2,489 1,388

　　２　差入敷金保証金 29,826 26,697

　　３　繰延税金資産 6,785 1,551

　　４　その他 2,555 2,680

　　５　貸倒引当金 △73 △70

　　　投資その他の資産合計 41,58231.2 32,24726.9

　　　固定資産合計 111,16783.4 95,95480.1

　　　資産合計 133,260100.0 119,775100.0
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　 前連結会計年度
(平成19年２月28日)

当連結会計年度
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 ※１ 16,622 17,166

　２　短期借入金 ※１ 19,255 16,180

　３　一年以内返済予定
　　　長期借入金

※１ 7,028 8,956

　４　未払法人税等 1,613 679

　５　未払消費税等 461 482

　６　賞与引当金 1,034 1,069

　７　役員賞与引当金 25 ─

　８　設備関係支払手形 417 ─

　９　その他 10,313 9,623

　　　流動負債合計 56,77342.6 54,15945.2

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 ※１ 23,500 21,667

　２　繰延税金負債 1 0

　３　退職給付引当金 5,296 4,245

　４　役員退職慰労引当金 486 418

　５　預り敷金保証金 7,285 6,593

　６　リース資産減損勘定 153 695

　７　負ののれん 23 17

　　　固定負債合計 36,74627.6 33,63928.1

　　　負債合計 93,52070.2 87,79873.3

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 10,838 10,838

　２　資本剰余金 10,352 10,352

　３　利益剰余金 16,940 9,684

　４　自己株式 △119 △126

　　　株主資本合計 38,01228.5 30,74925.7

Ⅱ　評価・換算差額等

　　　その他有価証券評価
　　　差額金

610 297

　　　評価・換算差額等合計 610 0.5 297 0.2

Ⅲ　少数株主持分 1,1170.8 930 0.8

　　　純資産合計 39,74029.8 31,97726.7

　　　負債純資産合計 133,260100.0 119,775100.0
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② 【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 295,346100.0 297,894100.0

Ⅱ　売上原価 215,32872.9 217,17072.9

　　　売上総利益 80,01727.1 80,72327.1

Ⅲ　営業収入

　１　不動産賃貸収入 3,672 3,741

　２　その他の営業収入 7,470 11,1423.8 8,618 12,3594.1

　　　営業総利益 91,16030.9 93,08231.2

Ⅳ　販売費及び一般管理費

　１　広告宣伝費 2,379 2,402

　２　配送費 5,605 5,896

　３　従業員給料手当 29,919 30,659

　４　従業員賞与 2,152 2,019

　５　賞与引当金繰入額 1,034 1,069

　６　退職給付費用 397 98

　７　役員賞与引当金繰入額 25 ─

　８　水道光熱費 4,542 4,717

　９　減価償却費 3,348 3,404

　10　賃借料 14,688 15,358

　11　その他 20,289 84,38228.6 20,972 86,59829.0

　　　営業利益 6,7772.3 6,4832.2

Ⅴ　営業外収益

　１　受取利息 131 113

　２　受取配当金 41 36

　３　受取保険金・配当金 154 175

　４　テナント退店違約金　
受入益

─ 114

　５　その他 345 674 0.2 181 622 0.2
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　 前連結会計年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ　営業外費用

　１　支払利息 682 710

　２　団体定期保険料 192 181

　３　解体撤去費用 111 61

　４　集配金サービス料 246 249

　５　その他 285 1,5170.5 264 1,4680.5

　　　経常利益 5,9342.0 5,6381.9

Ⅶ　特別利益

　１　退職給付引当金戻入額 ― 93

　２　確定拠出年金移行差益 ─ 153

　３　固定資産売却益 ※１ 1,586 4

　４　投資有価証券売却益 ― 1,5860.5 15 267 0.1

Ⅷ　特別損失

　１　固定資産除却損 167 191

　２　店舗閉鎖損 712 403

　３　減損損失 ※２ 1,177 5,462

　４　投資有価証券売却損 19 ─

　５　投資有価証券評価損 91 ─

　６　退職加算金 84 88

　７　その他 85 2,3380.7 83 6,2282.1

　　　税金等調整前当期純利益 5,1811.8 ─ ─

　　　税金等調整前当期純損失 ― ― 323△0.1

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

1,520 738

　　　法人税等調整額 △ 1,020 499 0.2 5,673 6,4112.2

　　　少数株主利益 260 0.1 ― ─

　　　少数株主損失 ― ― 177△0.1

　　　当期純利益 4,4211.5 ─ ─

　　　当期純損失 ― ― 6,557△2.2
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年２月28日残高(百万円) 10,838 10,348 13,270 △89 34,368

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 (注) △699 △699

　当期純利益 4,421 4,421

　自己株式の取得 △39 △39

　自己株式の処分 3 12 16

　過年度持分法剰余金修正に伴う
　減少高

△51 △51

　持分変動による自己株式の増加 △3 △3

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

― 3 3,670 △30 3,643

平成19年２月28日残高(百万円) 10,838 10,352 16,940 △119 38,012

　

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年２月28日残高(百万円) 614 614 ― 34,982

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 (注) △699

　当期純利益 4,421

　自己株式の取得 △39

　自己株式の処分 16

　過年度持分法剰余金修正に伴う
　減少高

△51

　持分変動による自己株式の増加 △3

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△3 △3 1,117 1,113

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△3 △3 1,117 4,757

平成19年２月28日残高(百万円) 610 610 1,11739,740

(注)平成18年５月の定時株主総会における利益処分及び平成18年10月の取締役会の決議に基づく剰余金の配当であります。
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当連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年２月28日残高(百万円) 10,838 10,352 16,940 △119 38,012

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △699 △699

　当期純損失 △6,557 △6,557

　自己株式の取得 △20 △20

　自己株式の処分 0 14 14

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

─ 0 △7,256 △6 △7,262

平成20年２月29日残高(百万円) 10,838 10,352 9,684 △126 30,749

　

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年２月28日残高(百万円) 610 610 1,11739,740

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △699

　当期純損失 △6,557

　自己株式の取得 △20

　自己株式の処分 14

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△313 △313 △187 △500

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△313 △313 △187 △7,763

平成20年２月29日残高(百万円) 297 297 930 31,977
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　１　税金等調整前当期純利益
　　　又は当期純損失(△)

5,181 △ 323

　２　減価償却費 3,674 3,697

　３　減損損失 1,177 5,462

　４　退職給付引当金の減少額 △ 1,201 △ 1,050

　５　賞与引当金の増減額(減少:△) △ 8 35

　６　固定資産売却益 △ 1,586 △ 4

　７　固定資産除却損 230 235

　８　投資有価証券売却損益(売却益:△)      19 △ 15

　９　投資有価証券評価損 91 ─

　10　受取利息及び受取配当金 △ 173 △ 150

　11　支払利息 682 710

　12　退職加算金 84 88

　13　売上債権の増減額(増加:△) 450 △ 1,045

　14　たな卸資産の減少額 1 92

　15　仕入債務の増減額(減少:△) △ 543 543

　16　その他 901 △ 3,314

　　　　小計 8,981 4,961

　17　利息及び配当金の受取額 156 169

　18　利息の支払額 △ 632 △ 688

　19　退職加算金の支払額 △ 73 △ 74

　20　法人税等の支払額 △ 576 △ 1,675

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 7,856 2,693

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　１　固定資産の取得による支出 △ 3,793 △ 4,540

　２　固定資産の売却による収入 1,749 1,008

　３　投資有価証券の取得による支出 △ 10 △ 1

　４　投資有価証券の売却による収入 67 573

　５　差入敷金保証金の差入による支出 △ 550 △ 634

　６　差入敷金保証金の償還による収入 1,498 3,806

　７　新規連結子会社の取得による収入 170 ―

　８　その他 △ 648 1,200

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,517 1,412

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　１　短期借入による収入 238 2,058

　２　短期借入金の返済による支出 △ 5,377 △ 5,133

　３　コマーシャルペーパーの発行による収入 11,500 68,500

　４　コマーシャルペーパーの償還による支出 △ 11,500 △ 68,500

　５　長期借入による収入 4,630 7,310

　６　長期借入金の返済による支出 △ 4,495 △ 7,214

　７　自己株式の売却による収入 43 14

　８　自己株式の取得による支出 △ 39 △ 20

　９　配当金の支払額 △ 697 △ 696

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 5,697 △ 3,682

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額 640 423

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 1,782 2,423

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 2,423 2,846
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　
前連結会計年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１　連結の範囲に関する事項

　　子会社は、全社連結しております。

　　連結子会社名(８社)

　　東光食品㈱ 東光食糧㈱ ㈱東光グリーン・フーズ

　　㈱東光ドラッグ 東光サービス㈱ ㈱協同技術センター

㈱札幌東急ストア ディー・エフ食品㈱

　　前連結会計年度において持分法適用関連会社であった

㈱札幌東急ストアについては、同社の第三者割当増

資の引受けに伴い当連結会計年度より同社及び同社

の子会社ディー・エフ食品㈱を連結子会社に含めて

おります。

　　なお、㈱札幌東急ストア及びディー・エフ食品㈱は、決

算日変更により当連結会計年度の月数が11ヵ月と

なっております。

１　連結の範囲に関する事項

　　子会社は、全社連結しております。

　　連結子会社名(８社)

　　東光食品㈱ 東光食糧㈱ ㈱東光グリーン・フーズ

　　㈱東光ドラッグ 東光サービス㈱ ㈱協同技術センター

㈱札幌東急ストア ディー・エフ食品㈱

　　

２　持分法の適用に関する事項

　　持分法適用の非連結子会社及び関連会社はありませ

ん。

２　持分法の適用に関する事項

同左

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社の事業年度の末日は連結決算日と同日であ

ります。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

同左

４　会計処理基準に関する事項 ４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 (イ) 有価証券

　　　　その他有価証券

　　　　　時価のあるもの

　　　　　…連結決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定)

　　　　　時価のないもの

　　　　　…移動平均法による原価法

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 (イ) 有価証券

同左

　　

　　

　　

　 (ロ) たな卸資産

商品については主として売価還元法による原価

法、貯蔵品については最終仕入原価法による原

価法により評価しております。

　 (ロ) たな卸資産

同左

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 (イ) 有形固定資産

定率法を採用しております。

ただし、当社と連結子会社の一部の資産、及び平

成10年４月１日以降取得した建物(建物附属設

備を除く)については定額法によっております。

なお、主な耐用年数は建物及び構築物が３～50

年であります。

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 (イ) 有形固定資産

同左

　 (ロ) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間(５年)に基づく定額法に

よっております。

　 (ロ) 無形固定資産

同左
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　 前連結会計年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

　(3) 重要な引当金の計上基準 　(3) 重要な引当金の計上基準

　 (イ) 貸倒引当金

債権の貸倒に備えて、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

　 (イ) 貸倒引当金

同左

　 (ロ) 賞与引当金

従業員等に対して支給する賞与に充てるため、

支給見込額基準により設定しております。

　 (ロ) 賞与引当金

同左

　 (ハ) 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与に充てるため、支給

見込額に基づき、当連結会計年度に見合う分を

計上しております。

(会計方針の変更)

当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基

準」(企業会計基準委員会　平成17年11月29日　

企業会計基準第４号)を適用しております。

これにより営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益が25百万円減少しております。

　 (ハ) 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与に充てるため、支給

見込額に基づき、当連結会計年度に見合う分を

計上しております。

　 (ニ) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当連結会計年度末において発生し

ていると認められる額を計上しております。

過去勤務債務は、主としてその発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数(９年)に

よる定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、主としてその発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(９

年)による定額法により翌期から費用処理する

こととしております。

(会計方針の変更)

当連結会計年度より「『退職給付に係る会計基

準』の一部改正」(企業会計基準委員会　平成17

年３月16日　企業会計基準第３号)及び「『退職

給付に係る会計基準』の一部改正に関する適用

指針」(企業会計基準委員会　平成17年３月16日

　企業会計基準適用指針第７号)を適用しており

ます。

これにより営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益が346百万円増加しております。

　 (ニ) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当連結会計年度末において発生し

ていると認められる額を計上しております。

過去勤務債務は、主としてその発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数(９年)に

よる定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、主としてその発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(９

年)による定額法により翌期から費用処理する

こととしております。
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　 前連結会計年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

　 (ホ) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上しておりましたが、

平成17年の定時株主総会をもって退職慰労金制

度を廃止し、これまでの在任期間に応じた役員

退職慰労金の贈呈を決議いたしました。

当連結会計年度末における役員退職慰労引当金

残高は、当該決議以前から在任している役員に

対する支給見込額であります。

　 (ホ) 役員退職慰労引当金

同左

　(4) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

　(4) 重要なリース取引の処理方法

同左

　(5) 重要なヘッジ会計の方法

　 (イ) ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満

たしていますので、特例処理を採用しておりま

す。

　(5) 重要なヘッジ会計の方法

同左

　 (ロ) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金の利息

　 (ハ) ヘッジ方針

借入金の利息相当額の範囲内で市場金利変動リ

スクを回避する目的で行っております。

　 (ニ) ヘッジ有効性評価の方法

特例処理を採用していますので、ヘッジの有効

性の判定は、省略しております。

　(6) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。

　(6) 消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　　連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評

価法によっております。

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　　のれん及び負ののれんは、５年間で均等償却しており

ます。

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

同左

　　

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左
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(会計処理の変更)

　
前連結会計年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年

12月９日　企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適

用指針第８号)を適用しております。

従来の「資本の部」の合計に相当する金額は38,623百

万円であります。

なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度

における連結貸借対照表の純資産の部については、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。

　　　　　　　　　―――――

　　　　　　　　　――――― (有形固定資産の減価償却方法の変更)

法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日以降に取得

した有形固定資産の減価償却の方法については、改正

後の法人税法に基づく方法に変更しております。

これにより営業利益、経常利益が75百万円減少し、税金

等調整前当期純損失が同額増加しております。

　

(表示方法の変更)

　
前連結会計年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

　　　　　　　　　――――― (連結損益計算書関係)

テナント退店違約金受入益は、営業外収益総額の100分

の10を超えたため区分掲記しております。

なお、前連結会計年度は営業外収益の「その他」に44

百万円が含まれております。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成19年２月28日)

当連結会計年度
(平成20年２月29日)

※１　担保関係

　　　　下記の借入金に建物及び構築物5,349百万円、機械装

置及び運搬具228百万円及び土地10,267百万円

を担保に供しております。

短期借入金 2,462百万円

一年以内返済予定長期借入金 3,936百万円

長期借入金 4,962百万円

計 11,360百万円

このほか、買掛金2百万円に対して定期預金4百

万円を担保に供しております。

※１　担保関係

　　　　下記の借入金に建物及び構築物5,117百万円、機械装

置及び運搬具199百万円及び土地9,727百万円を

担保に供しております。

短期借入金 2,343百万円

一年以内返済予定長期借入金 1,899百万円

長期借入金 5,048百万円

計 9,291百万円

このほか、買掛金1百万円に対して定期預金4百

万円を担保に供しております。

※２　受取手形及び売掛金

　　　当連結会計年度末において、クレジット売掛債権のう

ち60億2千万円を譲渡しております。

※２　受取手形及び売掛金

　　　当連結会計年度末において、クレジット売掛債権のう

ち58億3千万円を譲渡しております。

　

EDINET提出書類

株式会社東急ストア(E03085)

有価証券報告書

44/93



(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

※１　固定資産売却益の内訳は下記のとおりであります。

土地 1,431百万円

建物 155百万円

計 1,586百万円

※１　固定資産売却益の内訳は下記のとおりであります。

土地 4百万円

※２　減損損失

当社グループは当連結会計年度において、以下の

資産グループについて減損損失を計上しておりま

す。

用途 種類 場所
減損損失
(百万円)

店舗
土地及び
建 物 等

福岡県 622

千葉県 149

その他 250

共用資産他
土地及び
建 物 等

福岡県他 155

合　計 1,177

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す

最小の単位として、店舗ごとに資産のグルーピン

グをしております。

営業活動から生ずる損益が継続してマイナスと

なっている店舗や土地の時価の下落が著しい店舗

等を対象とし、また、売却の意思決定を行った店舗

並びに共用資産にグルーピングしておりました上

記物件について、回収可能価額が帳簿価額を下回

るものについて帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上

しております。

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却

価額または使用価値により測定しております。

正味売却価額は不動産鑑定基準またはそれに準じ

る方法により算定しております。

また、使用価値は、将来キャッシュ・フローを

3.0％～4.0％で割引いて算定しております。

(内訳)

建物及び構築物 495百万円

土地 547百万円

その他 134百万円

計 1,177百万円

※２　減損損失

当社グループは当連結会計年度において、以下の

資産グループについて減損損失を計上しておりま

す。

用途 種類 場所
減損損失
(百万円)

店舗
土地及び
建 物 等

東京都 3,239

北海道 832

神奈川県 704

その他 416

工場
土地及び
建 物 等

北海道 269

合　計 5,462

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す

最小の単位として、店舗ごとに資産のグルーピン

グをしております。

営業活動から生ずる損益が継続してマイナスと

なっている店舗や土地の時価の下落が著しい店舗

等を対象とし、回収可能価額が帳簿価額を下回る

ものについて帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上

しております。

なお、今般策定いたしました当社グループ平成20

年度からの新中期３か年経営計画の重要施策とな

るスクラップ＆ビルドの推進を計画し、減損兆候

の判定をより厳しく行った結果、一部の店舗にお

いて減損損失4,954百万円を追加計上しておりま

す。

当資産グループの回収可能価額は正味売却価額ま

たは使用価値により測定しております。

正味売却価額は不動産鑑定基準またはそれに準じ

る方法により算定しております。

また、使用価値は、将来キャッシュ・フローを

3.0％～4.0％で割引いて算定しております。

(内訳)

建物及び構築物 3,820百万円

土地 494百万円

その他 1,148百万円

計 5,462百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 70,162,842 ― ― 70,162,842

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 207,016 63,477 36,934 233,559

　
(変動事由の概要)

増加のうち、52,016株は単元未満株式の買取りによる増加であり、11,461株は持分変動による増加であります。

減少のうち、10,832株は単元未満株式の売却による減少であり、26,102株は連結子会社が所有する親会社株式の

売却による減少であります。

　
３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年５月25日
定時株主総会

普通株式 349 5.00平成18年２月28日平成18年５月26日

平成18年10月12日
取締役会

普通株式 349 5.00平成18年８月31日平成18年11月９日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年５月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 349 5.00平成19年２月28日平成19年５月25日
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当連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 70,162,842 ― ― 70,162,842

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 233,559 34,973 27,390 241,142

　
(変動事由の概要)

増加は単元未満株式の買取りによるものであり、減少は単元未満株式の売却によるものであります。

　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月24日
定時株主総会

普通株式 349 5.00平成19年２月28日平成19年５月25日

平成19年10月11日
取締役会

普通株式 349 5.00平成19年８月31日平成19年11月８日

　

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年５月22日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 349 5.00平成20年２月29日平成20年５月23日

　

EDINET提出書類

株式会社東急ストア(E03085)

有価証券報告書

47/93



(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成19年２月28日)

現金及び預金勘定 2,423百万円

現金及び現金同等物 2,423百万円

２　株式の追加取得により持分法適用関連会社から連結

子会社となった会社の資産及び負債の内訳並びに株

式の取得価額と取得による収入(純額)との関係は次

のとおりであります。

流動資産 4,044百万円

固定資産 17,602百万円

流動負債 △12,802百万円

固定負債 △7,101百万円

負ののれん △29百万円

少数株主持分 △859百万円

持分法による投資評価額 △154百万円

株式の取得価額 700百万円

新規連結子会社の
現金及び現金同等物

△870百万円

差引：新規連結子会社の
取得による収入(△)

△170百万円

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成20年２月29日)

現金及び預金勘定 2,846百万円

現金及び現金同等物 2,846百万円

２　　　　　　　　─────
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

機械装置
及び運搬具
(百万円)

器具
及び備品
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

631 5,092 5,723

減価償却
累計額
相当額

393 2,183 2,576

減損損失
累計額
相当額

86 332 418

期末残高
相当額

151 2,577 2,728

　　(注)　取得価額相当額の算定は、未経過リース料期末残

高の有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法によっておりま

す。

機械装置
及び運搬具
(百万円)

器具
及び備品
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

443 5,176 5,619

減価償却
累計額
相当額

297 2,623 2,920

減損損失
累計額
相当額

2 1,143 1,145

期末残高
相当額

144 1,409 1,553

　　(注)　取得価額相当額の算定は、未経過リース料期末残

高の有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法によっておりま

す。

２　未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高

未経過リース料期末残高相当額

１年以内 936百万円

１年超 2,211百万円

合計 3,148百万円

リース資産減損勘定期末残高 242百万円

　　(注)　未経過リース料期末残高相当額の算定は、未経過

リース料期末残高の有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込み法

によっております。

２　未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高

未経過リース料期末残高相当額

１年以内 882百万円

１年超 1,816百万円

合計 2,699百万円

リース資産減損勘定期末残高 992百万円

　　(注)　未経過リース料期末残高相当額の算定は、未経過

リース料期末残高の有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込み法

によっております。

３　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

支払リース料 1,011百万円

リース資産減損勘定の取崩額 93百万円

減価償却費相当額 1,011百万円

減損損失 70百万円

３　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

支払リース料 991百万円

リース資産減損勘定の取崩額 113百万円

減価償却費相当額 991百万円

減損損失 862百万円

４　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。
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(有価証券関係)

前連結会計年度(平成19年２月28日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 458 1,557 1,099

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 58 58 △0

合計 516 1,616 1,099

(注)減損処理後の帳簿価額を取得原価としております。なお、株式について91百万円の減損処理をしております。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　

売却額(百万円) 売却益の合計(百万円) 売却損の合計(百万円)

67 ― 19

　

３　時価評価されていない主な有価証券

　
連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券
　　非上場株式

872

　

当連結会計年度(平成20年２月29日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 455 1,015 560

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 12 7 △4

合計 467 1,022 555

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　

売却額(百万円) 売却益の合計(百万円) 売却損の合計(百万円)

573 18 3

　

３　時価評価されていない主な有価証券

　
連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券
　　非上場株式

365
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日)

１　取引の状況に関する事項

(1) 取引の内容・取引に対する取組方針・取引の利用目的

当社は、輸入取引に係る商品代の一部について、為替相場の変動によるリスクを回避するため為替予約

取引を行っております。また、資金調達における金利変動リスクを回避するため、金利スワップ取引を

行っております。

(イ)　ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしていますので、特例処理を採用しております。

(ロ)　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金の利息

(ハ)　ヘッジ方針

借入金の利息相当額の範囲内で市場金利変動リスクを回避する目的で行っております。

(ニ)　ヘッジ有効性評価の方法

特例処理を採用していますので、ヘッジの有効性の判定は、省略しております。

(2) 取引に係るリスクの内容

為替予約取引及び金利スワップ取引の契約先は、信用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不

履行によるリスクはほとんどないと判断しております。

(3) 取引に係るリスク管理体制

当社のデリバティブ取引は、取引の権限、管理等の定めた業務執行規程に従い、契約及び実行をいたし

ております。

２　取引の時価等に関する事項

当年度末において、通貨関連のデリバティブ取引の契約残高はないため、記載すべき事項はありません。

また、金利関連のデリバティブ取引は、ヘッジ会計が適用されているため、記載の対象から除いておりま

す。
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当連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

１　取引の状況に関する事項

(1) 取引の内容・取引に対する取組方針・取引の利用目的

当社は、輸入取引に係る商品代の一部について、為替相場の変動によるリスクを回避するため為替予約

取引を行っております。また、資金調達における金利変動リスクを回避するため、金利スワップ取引を

行っております。

(イ)　ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしていますので、特例処理を採用しております。

(ロ)　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金の利息

(ハ)　ヘッジ方針

借入金の利息相当額の範囲内で市場金利変動リスクを回避する目的で行っております。

(ニ)　ヘッジ有効性評価の方法

特例処理を採用していますので、ヘッジの有効性の判定は、省略しております。

(2) 取引に係るリスクの内容

為替予約取引及び金利スワップ取引の契約先は、信用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不

履行によるリスクはほとんどないと判断しております。

(3) 取引に係るリスク管理体制

当社のデリバティブ取引は、取引の権限、管理等の定めた業務執行規程に従い、契約及び実行をいたし

ております。

２　取引の時価等に関する事項

当年度末において、通貨関連のデリバティブ取引の契約残高はないため、記載すべき事項はありません。

また、金利関連のデリバティブ取引は、ヘッジ会計が適用されているため、記載の対象から除いておりま

す。
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(退職給付関係)
前連結会計年度(自平成18年３月１日　至平成19年２月28日)
１　採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度、退職一時金制度及び適格退職年
金制度を設けておりますが、当社においては、平成14年４月より退職一時金制度の一部について確定拠出
年金制度へ移行しております。また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による
退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。なお、当社において退職給付信託を
設定しております。

　
２　退職給付債務に関する事項(平成19年２月28日)

百万円

①退職給付債務 △27,227

②年金資産 31,050

③未積立退職給付債務(①＋②) 3,823

④未認識数理計算上の差異 △7,243

⑤未認識過去勤務債務 △1,546

⑥連結貸借対照表計上額純額(③＋④＋⑤) △4,966

⑦前払年金費用 330

⑧退職給付引当金(⑥－⑦) △5,296
　
３　退職給付費用に関する事項(自平成18年３月１日　至平成19年２月28日)

百万円

①勤務費用 922

②利息費用 674

③期待運用収益 △555

④数理計算上の差異の費用処理額 △479

⑤過去勤務債務の費用処理額 △326

⑥確定拠出年金への掛金支払額 168

⑦退職給付費用(①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥) 405
(注) １　企業年金基金に対する従業員掛金を控除しております。

２　上記の退職給付費用以外に、割増退職金84百万円を特別損失に計上しております。
　
４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 2.5％

③期待運用収益率 2.5％

④過去勤務債務の額の処理年数 主として９年

⑤数理計算上の差異の処理年数 主として９年
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当連結会計年度(自平成19年３月１日　至平成20年２月29日)

１　採用している退職給付制度の概要
当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度、退職一時金制度を設けておりま
すが、当社においては、平成14年４月より退職一時金制度の一部について、また、㈱札幌東急ストアは平成
19年３月より、従来の適格退職年金制度を廃止し、確定拠出年金制度へ移行しております。また、従業員の
退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を
支払う場合があります。なお、当社において退職給付信託を設定しております。

　
２　退職給付債務に関する事項(平成20年２月29日)

百万円

①退職給付債務 △26,922

②年金資産 26,605

③未積立退職給付債務(①＋②) △316

④未認識数理計算上の差異 △933

⑤未認識過去勤務債務 △1,263

⑥連結貸借対照表計上額純額(③＋④＋⑤) △2,514

⑦前払年金費用 1,731

⑧退職給付引当金(⑥－⑦) △4,245
　
３　退職給付費用に関する事項(自平成19年３月１日　至平成20年２月29日)

百万円

①勤務費用 862

②利息費用 670

③期待運用収益 △611

④数理計算上の差異の費用処理額 △759

⑤過去勤務債務の費用処理額 △338
⑥確定拠出年金制度への移行に伴う利益
⑦確定拠出年金への掛金支払額

△153
186

⑧退職給付費用(①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦) △144
(注) １　企業年金基金に対する従業員掛金を控除しております。

２　上記の退職給付費用以外に、割増退職金88百万円を特別損失に計上しております。
　
４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 2.5％

③期待運用収益率 2.5％

④過去勤務債務の額の処理年数 主として９年

⑤数理計算上の差異の処理年数 主として９年
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成19年２月28日)

当連結会計年度
(平成20年２月29日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

　退職給付引当金 3,746百万円

　減損損失 3,402百万円

　固定資産評価損 1,253百万円

　未実現利益 554百万円

　繰越欠損金 22百万円

　賞与引当金 420百万円

　未払事業税、未払事業所税 251百万円

　店舗閉鎖損 228百万円

　役員退職慰労引当金 211百万円

　ゴルフ会員権評価損 54百万円

　投資有価証券評価損 13百万円

　その他 381百万円

繰延税金資産小計 10,541百万円

評価性引当額 △1,492百万円

繰延税金資産合計 9,049百万円

繰延税金負債

　退職給付信託設定益 827百万円

　その他有価証券評価差額金 446百万円

　圧縮勘定繰入損 48百万円

　内部債権消去に伴う
　貸倒引当金修正額

2百万円

　その他 17百万円

繰延税金負債合計 1,342百万円

繰延税金資産純額 7,706百万円
　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

　退職給付引当金 2,773百万円

　減損損失 3,137百万円

　リース減損勘定 403百万円

　未実現利益 483百万円

　繰越欠損金 2,764百万円

　賞与引当金 435百万円

　未払事業税、未払事業所税 186百万円

　店舗閉鎖損 42百万円

　役員退職慰労引当金 170百万円

　ゴルフ会員権評価損 62百万円

　投資有価証券評価損 10百万円

　その他 359百万円

繰延税金資産小計 10,830百万円

評価性引当額 △7,470百万円

繰延税金資産合計 3,359百万円

繰延税金負債

　退職給付信託設定益 828百万円

　その他有価証券評価差額金 226百万円

　圧縮勘定繰入損 48百万円

　内部債権消去に伴う
　貸倒引当金修正額

2百万円

繰延税金負債合計 1,105百万円

繰延税金資産純額 2,254百万円
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

0.2％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△0.0％

住民税均等割額 3.0％

評価性引当額の増減 △27.3％

その他 △6.9％

　税効果会計適用後の
　法人税等の負担率

9.6％

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

当連結会計年度は、税金等調整前当期純損失を計

上しているため、記載しておりません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日)

当企業集団は、食料品を中心に、衣料品、日用生活用品等の小売業を主たる事業としております。

この小売業にかかるセグメントの売上高、営業利益及び総資産は全セグメントの売上高合計、営業利

益合計及び総資産合計の90％を超えております。

また、上記セグメント以外に売上高、営業利益及び総資産が全セグメント合計の10％以上を占めるセ

グメントがありませんので、記載を省略いたしました。

　

当連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

当企業集団は、食料品を中心に、衣料品、日用生活用品等の小売業を主たる事業としております。

この小売業にかかるセグメントの売上高、営業利益及び総資産は全セグメントの売上高合計、営業利

益合計及び総資産合計の90％を超えております。

また、上記セグメント以外に売上高、営業利益及び総資産が全セグメント合計の10％以上を占めるセ

グメントがありませんので、記載を省略いたしました。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日)

連結会社は全て本国内所在のため記載しておりません。

当連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

連結会社は全て本国内所在のため記載しておりません。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日)

海外売上高がないため記載しておりません。

当連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

海外売上高がないため記載しておりません。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日)

以下、関連当事者との取引における記載金額について、取引金額には消費税等を含んでおらず、期末

残高は消費税等を含んだ金額であります。

１　親会社及び法人主要株主等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
東京急行
電鉄㈱

東京都
渋谷区

118,186
鉄軌道事業
不動産事業
その他事業

(被所有)
直接　40.2
間接　 0.2

兼任３人
施設の
賃借

施設の賃借 4,051
差入敷金
保証金

5,119

取引条件及び取引条件の決定方針等

一般取引先と同様の条件であります。

　

２　兄弟会社等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
の子会
社

東急カード
㈱
(東京急行
電鉄㈱の子
会社)

東京都
渋谷区

300

クレジット
カードの取
扱いに関す
る業務

― 兼任１人

クレジッ
トカード
関連業務
の委託

クレジット
カード関連
業務の委託

1,430
売掛金
　
未払費用

210
　　

1,495

東急ファイ
ナンス ア
ンド アカ
ウンティン
グ㈱
(東京急行
電鉄㈱の子
会社)

東京都
渋谷区

280

東急グルー
プ各社に対
する金銭の
貸付

― ―
資金の
貸借

資金の借入 178
短期
借入金

178

取引条件及び取引条件の決定方針等

一般取引先と同様の条件であります。
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当連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

以下、関連当事者との取引における記載金額について、取引金額には消費税等を含んでおらず、期末

残高は消費税等を含んだ金額であります。

１　親会社及び法人主要株主等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
東京急行
電鉄㈱

東京都
渋谷区

121,724
鉄軌道事業
不動産事業
その他事業

(被所有)
直接　40.2
間接　 0.2

兼任２人
施設の
賃借

施設の賃借 4,021
差入敷金
保証金

4,512

取引条件及び取引条件の決定方針等

一般取引先と同様の条件であります。

　

２　兄弟会社等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
の子会
社

東急カード
㈱
(東京急行
電鉄㈱の子
会社)

東京都
渋谷区

300

クレジット
カードの取
扱いに関す
る業務

― 兼任１人

クレジッ
トカード
関連業務
の委託

クレジット
カード関連
業務の委託

1,270

売掛金

　
未収入金

　
未払費用

919

　
1,532

　
1,862

東急ファイ
ナンス ア
ンド アカ
ウンティン
グ㈱
(東京急行
電鉄㈱の子
会社)

東京都
渋谷区

280

東急グルー
プ各社に対
する金銭の
貸付

― ―
資金の
貸借

資金の借入 2,186
短期
借入金

2,186

取引条件及び取引条件の決定方針等

一般取引先と同様の条件であります。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１株当たり純資産額 552.31円１株当たり純資産額 444.02円

１株当たり当期純利益金額 63.23円１株当たり当期純損失金額 93.78円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

２　１株当たり純資産額および１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

　

　　　　１株当たり純資産額

前連結会計年度末 当連結会計年度末
  (平成19年２月28日)  (平成20年２月29日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額
（百万円）

39,740 31,977

普通株式に係る純資産額（百万円） 38,623 31,047

差額の主な内訳（百万円）

少数株主持分 1,117 930

普通株式の発行済株式数（千株） 70,162 70,162

普通株式の自己株式数（千株） 233 241

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（千株）

69,929 69,921

　

　　　　１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額

前連結会計年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり
当期純損失金額

当期純利益又は当期純損失(△)(百万円) 4,421 △6,557

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ─

普通株式に係る当期純利益又は普通株式
に係る当期純損失(△)(百万円)

4,421 △6,557

普通株式の期中平均株式数(千株) 69,923 69,920
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(重要な後発事象)

　
前連結会計年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

　　　　　　　　　―――――

 

当社と親会社である東京急行電鉄株式会社は、平成20
年３月27日開催のそれぞれの取締役会において平成20
年７月１日をもって同社を株式交換完全親会社、当社が
株式交換完全子会社となる旨の株式交換契約を締結す
る決議を行い、同日付で契約締結をいたしました。
　同契約に基づき、当社は平成20年５月22日開催の定時
株主総会の承認を経て、平成20年７月１日を効力発生日
とする株式交換を行う予定であります。
　本株式交換により当社が東京急行電鉄の完全子会社と
なることで、経営戦略が一体化し、これまで以上に迅速
な意思決定とグループシナジーを最大限発揮すること
が可能となり、当社が持続的成長を果たすことで沿線価
値向上に貢献できるものと考えております。
(1) 株式交換完全親会社の概要(平成19年９月30日現
在)

① 商　
号

東京急行電鉄株式会社

② 住　
所

東京都渋谷区南平台町５番６号

③ 代表
者

代表取締役社長　越村　敏昭

④ 事業
内容

交通事業、不動産事業、リテール事業、

レジャー・サービス事業、ホテル事業、

鉄道車両関連事業、商社業

⑤ 資本
金

121,723百万円

⑥ 発行済株式総数 1,221,548,561株

⑦ 純資
産

381,720百万円(連結)

⑧ 総資
産

1,946,383百万円(連結)

(2) 株式交換の日程

平成20年５月22日
株式交換承認株主総
会

平成20年６月24日(予定)株式売買最終日

平成20年６月25日(予定)上場廃止日

平成20年７月１日(予定)
株式交換日(効力発
生日)

平成20年８月下旬(予定) 株券交付日

(３) 株式交換比率

会　社　名
東京急行電鉄
(完全親会社)

当　社
(完全子会社)

株式交換比率 １ １

※当社の普通株式１株に対し、東京急行電鉄普通株式を
１株割当交付いたします。
(但し、同社保有の当社普通株式27,781,353株について
は、割当交付いたしません。)
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 19,255 16,180 1.2 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 7,028 8,956 1.7 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

23,500 21,667 1.7
平成21年３月～
平成27年７月

その他の有利子負債 ― ─ ― ―

合計 49,785 46,805 ― ―

(注) １　「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりで

あります。

　

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 7,799 4,539 4,648 3,559

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

前事業年度
(平成19年２月28日)

当事業年度
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 1,349 1,669

　２　売掛金 ※３ 1,457 2,333

　３　商品 7,707 7,644

　４　貯蔵品 44 40

　５　前払費用 1,204 1,134

　６　繰延税金資産 711 506

　７　関係会社短期貸付金 2,026 2,740

　８　未収入金 4,649 5,348

　９　その他 87 41

　10　貸倒引当金 △3 △13

　　　流動資産合計 19,23317.2 21,44621.4

Ⅱ　固定資産

　(1) 有形固定資産

　　１　建物 ※１ 70,054 65,241

　　　　減価償却累計額 48,288 21,765 47,000 18,240

　　２　構築物 2,669 2,230

　　　　減価償却累計額 2,114 554 1,785 444

　　３　機械及び装置 965 888

　　　　減価償却累計額 834 130 652 236

　　４　車両及び運搬具 61 58

　　　　減価償却累計額 54 6 55 3

　　５　器具及び備品 8,741 8,497

　　　　減価償却累計額 7,584 1,156 7,525 972

　　６　土地 ※１ 30,073 29,789

　　７　建設仮勘定 684 5

　　　有形固定資産合計 54,37148.7 49,69149.6
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　 前事業年度
(平成19年２月28日)

当事業年度
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　(2) 無形固定資産

　　１　のれん 393 313

　　２　借地権 1,306 1,306

　　３　ソフトウェア 289 460

　　４　その他 50 73

　　　無形固定資産合計 2,0391.8 2,1542.2

　(3) 投資その他の資産

　　１　投資有価証券 2,185 1,122

　　２　関係会社株式 ※４ 1,474 1,471

　　３　出資金 1 1

　　４　長期前払費用 142 275

　　５　繰延税金資産 5,168 1

　　６　差入敷金保証金 ※２ 24,859 21,909

　　７　店舗賃借仮勘定 1,248 5

　　８　前払年金費用 ─ 1,594

　　９　その他 1,020 533

　　10　貸倒引当金 △64 △64

　　　投資その他の資産合計 36,03632.3 26,85026.8

　　　固定資産合計 92,44882.8 78,69578.6

　　　資産合計 111,681100.0 100,142100.0

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 ※２ 12,084 12,712

　２　短期借入金 14,919 12,977

　３　一年以内返済
　　　予定長期借入金

※１ 3,985 7,130

　４　未払金 3,855 2,566

　５　未払法人税等 1,363 222

　６　未払消費税等 352 332

　７　未払費用 3,882 4,237

　８　前受金 434 409

　９　預り金 ※２ 1,311 1,578

　10　前受収益 202 209

　11　賞与引当金 771 806

　12　役員賞与引当金 25 ─

　13　設備関係支払手形 417 ─

　14　その他 159 287

　　　流動負債合計 43,76339.2 43,46843.4
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　 前事業年度
(平成19年２月28日)

当事業年度
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 ※１ 20,584 17,954

　２　退職給付引当金 2,891 2,101

　３　役員退職慰労引当金 398 349

　４　預り敷金保証金 5,818 5,361

　５　リース資産減損勘定 123 680

　　　固定負債合計 29,81626.7 26,44726.4

　　　負債合計 73,58065.9 69,91669.8

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 10,8389.7 10,83810.8

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 10,339 10,339

　　(2) その他資本剰余金 12 12

　　　　資本剰余金合計 10,3519.3 10,35110.3

　３　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 1,009 1,009

　　(2) その他利益剰余金

　　　　固定資産圧縮積立金 71 71

　　　　別途積立金 11,244 13,244

　　　　繰越利益剰余金 4,093 △5,473

　　　　利益剰余金合計 16,41814.7 8,8518.9

　４　自己株式 △119△0.1 △126△0.1

　　　株主資本合計 37,48933.6 29,91629.9

Ⅱ　評価・換算差額等

　　　その他有価証券評価
　　　差額金

611 309

　　　評価・換算差額等合計 611 0.5 309 0.3

　　　純資産合計 38,10034.1 30,22530.2

　　　負債純資産合計 111,681100.0 100,142100.0

　

EDINET提出書類

株式会社東急ストア(E03085)

有価証券報告書

64/93



② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高

　１　売上高 193,946 196,784

　２　委託売上高 ※１ 48,881242,827100.0 46,012242,797100.0

Ⅱ　売上原価

　１　商品期首棚卸高 7,728 7,707

　２　当期商品仕入高 134,670 136,947

　３　当期委託仕入高 ※２ 43,150 40,546

合計 185,548 185,201

　４　商品期末棚卸高 7,707 177,84173.2 7,644 177,55773.1

　　　売上総利益 64,98626.8 65,24026.9

Ⅲ　営業収入

　１　不動産賃貸収入 3,365 3,323

　２　その他の営業収入 5,934 9,3003.8 6,726 10,0494.1

　　　営業総利益 74,28630.6 75,29031.0

Ⅳ　販売費及び一般管理費

　１　広告宣伝費 1,939 1,949

　２　配送費 5,177 5,253

　３　販売諸費 2,063 1,941

　４　従業員給料手当 22,739 23,291

　５　従業員賞与 1,665 1,539

　６　賞与引当金繰入額 771 806

　７　退職給付費用 291 ─

　８　役員賞与引当金繰入額 25 ─

　９　法定福利厚生費 3,460 3,533

　10　水道光熱費 3,600 3,729

　11　備消品費 1,586 1,671

　12　減価償却費 2,859 2,860

　13　修繕費 2,249 2,328

　14　賃借料 12,801 13,376

　15　店舗管理費 3,177 3,145

　16　その他 4,778 69,18728.5 5,196 70,62229.1

　　　営業利益 5,0992.1 4,6671.9
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　 前事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅴ　営業外収益

　１　受取利息 124 116

　２　受取配当金 32 27

　３　受取保険金・配当金 152 172

　４　テナント退店違約金
　　　 受入益

─ 105

　５　その他 293 602 0.2 126 548 0.2

Ⅵ　営業外費用

　１　支払利息 535 556

　２　団体定期保険料 187 177

　３　移籍者分担金 129 100

　４　解体撤去費用 128 83

　５　集配金サービス料 237 237

　６　その他 223 1,4420.5 216 1,3710.5

　　　経常利益 4,2581.8 3,8441.6

Ⅶ　特別利益

　１　退職給付引当金戻入額 ― 63

　２　固定資産売却益 ※３ 1,586 ─

　３　投資有価証券売却益 ― 1,5860.6 15 78 0.0

Ⅷ　特別損失

　１　固定資産除却損 ※４ 140 159

　２　店舗閉鎖損 614 388

　３　減損損失 ※５ 2,121 4,360

　４　投資有価証券評価損 91 ─

　５　退職加算金 84 88

　６　その他 34 3,0851.3 83 5,0802.1

　　　税引前当期純利益 2,7591.1 ─ ─

　　　税引前当期純損失 ― ― 1,157△0.5

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

1,229 132

　　　法人税等調整額 △1,409 △180△0.1 5,578 5,7102.3

　　　当期純利益 2,9391.2 ─ ─

　　　当期純損失 ― ― 6,867△2.8
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日)
　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年２月28日残高(百万円) 10,838 10,339 9 10,348

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 (注)

　別途積立金の取崩 (注)

　当期純利益

　自己株式の取得

　自己株式の処分 2 2

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 2 2

平成19年２月28日残高(百万円) 10,838 10,339 12 10,351

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金
合計固定資産

圧縮積立金
別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年２月28日残高(百万円) 1,009 71 14,744△1,645 14,179 △85 35,281

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 (注) △699 △699 △699

　別途積立金の取崩 (注) △3,500 3,500 ― ―

　当期純利益 2,939 2,939 2,939

　自己株式の取得 △39 △39

　自己株式の処分 5 7

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― △3,500 5,739 2,239 △34 2,208

平成19年２月28日残高(百万円) 1,009 71 11,244 4,093 16,418 △119 37,489

　

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年２月28日残高(百万円) 590 590 35,871

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 (注) △699

　別途積立金の取崩 (注) ―

　当期純利益 2,939

　自己株式の取得 △39

　自己株式の処分 7

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

21 21 21

事業年度中の変動額合計(百万円) 21 21 2,229

平成19年２月28日残高(百万円) 611 611 38,100

(注) 平成18年５月の定時株主総会における利益処分及び平成18年10月の取締役会の決議に基づく剰余金の配当であ
ります。
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当事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)
　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年２月28日残高(百万円) 10,838 10,339 12 10,351

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 

　固定資産圧縮積立金の取崩

　別途積立金の積立

　当期純損失

　自己株式の取得

　自己株式の処分 0 0

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ─ ─ 0 0

平成20年２月29日残高(百万円) 10,838 10,339 12 10,351

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金
合計固定資産

圧縮積立金
別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年２月28日残高(百万円) 1,009 71 11,244 4,093 16,418 △119 37,489

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △699 △699 △699

　固定資産圧縮積立金の取崩 △0 0 ─ ─

　別途積立金の積立 2,000 △2,000 ─ ─

　当期純損失 △6,867 △6,867 △6,867

　自己株式の取得 △20 △20

　自己株式の処分 14 14

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ─ △0 2,000 △9,566 △7,566 △6 △7,573

平成20年２月29日残高(百万円) 1,009 71 13,244△5,473 8,851 △126 29,916

　

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成19年２月28日残高(百万円) 611 611 38,100

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △699

　固定資産圧縮積立金の取崩 ─

　別途積立金の積立 ─

　当期純損失 △6,867

　自己株式の取得 △20

　自己株式の処分 14

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△301 △301 △301

事業年度中の変動額合計(百万円) △301 △301 △7,874

平成20年２月29日残高(百万円) 309 309 30,225
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重要な会計方針

　
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１　有価証券の評価基準及び評価方法は下記のとおりで
あります。

　　子会社株式
　　　…移動平均法による原価法
　　その他有価証券
　　　時価のあるもの
　　　…決算日の市場価格等に基づく時価法
　　　　(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)
　　　時価のないもの
　　　…移動平均法による原価法

１　有価証券の評価基準及び評価方法は下記のとおりで
あります。

同左
　　　　　

　　

２　棚卸資産の評価基準及び評価方法は下記のとおりで
あります。

　(1) 評価基準……原価法
　(2) 評価方法
　　　　商品(生鮮食品を除く)……売価還元法
　　　　商品(生鮮食品)……………最終仕入原価法
　　　　貯蔵品………………………最終仕入原価法

２　棚卸資産の評価基準及び評価方法は下記のとおりで
あります。

同左

３　固定資産の減価償却の方法は下記のとおりでありま
す。

　(1) 有形固定資産
定率法を採用しております。
ただし、流通センターの建物、構築物、機械及び装
置、及び平成10年４月１日以降取得した建物(建物
附属設備を除く)については定額法によっており
ます。
なお、主な耐用年数は建物及び構築物が３～50年
であります。

３　固定資産の減価償却の方法は下記のとおりでありま
す。

　(1) 有形固定資産
同左

　(2) 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に
おける利用可能期間(５年)に基づく定額法によっ
ております。
また、のれんについては、５年間で均等償却してお
ります。

　(2) 無形固定資産
同左

　(3) 長期前払費用
定額法を採用しております。

　(3) 長期前払費用
　　　　　　　 　同左　

４　引当金の計上基準は下記のとおりであります。 ４　引当金の計上基準は下記のとおりであります。

　(1) 貸倒引当金
債権の貸倒に備えて、一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。

　(1) 貸倒引当金
同左

　(2) 賞与引当金
従業員等に対して支給する賞与に充てるため、支
給見込額基準により設定しております。

　(2) 賞与引当金
同左

　(3) 役員賞与引当金
役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見
込額に基づき、当事業年度に見合う分を計上して
おります。

(会計方針の変更)
当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」
(企業会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会
計基準第４号)を適用しております。
これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純
利益が25百万円減少しております。

　(3) 役員賞与引当金
役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見
込額に基づき、当事業年度に見合う分を計上して
おります。
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　 前事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

　(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

期末において発生していると認められる額を計上

しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(９年)による定額法に

より費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(９年)による定額

法により翌期から費用処理することとしておりま

す。

(会計方針の変更)

当事業年度より「『退職給付に係る会計基準』の

一部改正」(企業会計基準委員会　平成17年３月16

日　企業会計基準第３号)及び「『退職給付に係る

会計基準』の一部改正に関する適用指針」(企業

会計基準委員会　平成17年３月16日　企業会計基準

適用指針第７号)を適用しております。

これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純

利益が310百万円増加しております。

　(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

期末において発生していると認められる額を計上

しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(９年)による定額法に

より費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(９年)による定額

法により翌期から費用処理することとしておりま

す。

　(5) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上しておりましたが、平成

17年５月の定時株主総会をもって退職慰労金制度

を廃止し、これまでの在任期間に応じた役員退職

慰労金の贈呈を決議いたしました。

当期末における役員退職慰労引当金残高は、当該

決議以前から在任している役員に対する支給見込

額であります。

　(5) 役員退職慰労引当金

同左

５　リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

５　リース取引の処理方法

同左

６　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満た

していますので、特例処理を採用しております。

６　ヘッジ会計の方法

同左

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金の利息

　(3) ヘッジ方針

借入金の利息相当額の範囲内で市場金利変動リス

クを回避する目的で行っております。

　(4) ヘッジ有効性評価の方法

特例処理を採用していますので、ヘッジの有効性

の判定は、省略しております。

７　その他財務諸表作成のための重要な事項 ７　その他財務諸表作成のための重要な事項

　　消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっておりま

す。

消費税等の会計処理

同左
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(会計処理の変更)

　
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月

９日　企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会

計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指

針第８号)を適用しております。

従来の「資本の部」の合計に相当する金額は38,100百

万円であります。

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。

　　　　　　　　　―――――

　　　　　　　　　――――― (有形固定資産の減価償却方法の変更)

法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日以降に取得

した有形固定資産の減価償却の方法については、改正

後の法人税法に基づく方法に変更しております。

これにより営業利益、経常利益が65百万円減少し、税引

前当期純損失が同額増加しております。

　

(表示方法の変更)

　
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

(貸借対照表関係)

店舗賃借仮勘定は、総資産額の100分の1を超えたため

区分掲記しております。

なお、前事業年度は投資その他の資産の「その他」に

738百万円が含まれております。

(貸借対照表関係)

前払年金費用は、総資産額の100分の1を超えたため区

分掲記しております。

なお、前事業年度は投資その他の資産の「その他」に

311百万円が含まれております。

　　　　　　　　　───── (損益計算書関係)

テナント退店違約金受入益は、営業外収益総額の100分

の10を超えたため区分掲記しております。

なお、前事業年度は営業外収益の「その他」に38百万

円が含まれております。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成19年２月28日)
当事業年度

(平成20年２月29日)

※１　担保関係

　　　　下記の借入金に建物1,795百万円及び土地4,281百万

円を担保に供しております。

一年以内返済予定長期借入金 1,290百万円

長期借入金 2,350百万円

計 3,640百万円

※１　担保関係

　　　　下記の借入金に建物1,738百万円及び土地4,281百万

円を担保に供しております。

一年以内返済予定長期借入金 345百万円

長期借入金 2,005百万円

計 2,350百万円

※２　関係会社に係る注記

　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。

差入敷金保証金 5,134百万円

買掛金 362百万円

預り金 1,200百万円

※２　関係会社に係る注記

　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。

差入敷金保証金 4,526百万円

買掛金 401百万円

預り金 1,440百万円

※３　売掛金

　　　当期末において、クレジット売掛債権のうち60億2千

万円を譲渡しております。

※３　売掛金

　　　当期末において、クレジット売掛債権のうち53億円を

譲渡しております。

※４　関係会社株式には親会社株式10百万円が含まれて

おります。

※４　関係会社株式には親会社株式6百万円が含まれてお

ります。
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

※１　委託売上高は、店舗売上高のうち直営以外の売上高

であります。

※１　　　　　　　　 　同左

※２　委託仕入高は、委託売上高に対応する仕入高で全額

売上原価であります。

※２　　　　　　　　 　同左

※３　固定資産売却益の内訳は下記のとおりであります。

土地 1,431百万円

建物 155百万円

計 1,586百万円

※３　　　　　　　─────

※４　固定資産除却損の内訳は下記のとおりであります。

建物 139百万円

構築物他 0百万円

計 140百万円

※４　固定資産除却損の内訳は下記のとおりであります。

建物 113百万円

構築物他 45百万円

計 159百万円

※５　減損損失

当社は当事業年度において、以下の資産グループ

について減損損失を計上しております。

用途 種類 場所
減損損失
(百万円)

店舗
土地及び
建 物 等

福岡県 1,605

千葉県 149

その他 222

共用資産
土地及び
建 物 等

福岡県 144

合　計 2,121

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小の単

位として、店舗ごとに資産のグルーピングをして

おります。

営業活動から生ずる損益が継続してマイナスと

なっている店舗や土地の時価の下落が著しい店舗

等を対象とし、また、売却の意思決定を行った店舗

並びに共用資産にグルーピングしておりました上

記物件について、回収可能価額が帳簿価額を下回

るものについて帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上

しております。

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却

価額または使用価値により測定しております。

正味売却価額は不動産鑑定基準またはそれに準じ

る方法により算定しております。

また、使用価値は、将来キャッシュ・フローを

3.0％で割引いて算定しております。

(内訳)

建物 453百万円

土地 1,529百万円

その他 138百万円

計 2,121百万円

※５　減損損失

当社は当事業年度において、以下の資産グループ

について減損損失を計上しております。

用途 種類 場所
減損損失
(百万円)

店舗 建 物 等

東京都 3,239

神奈川県 704

その他 416

合　計 4,360

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小の単

位として、店舗ごとに資産のグルーピングをして

おります。

営業活動から生ずる損益が継続してマイナスと

なっている店舗や土地の時価の下落が著しい店舗

等を対象とし、回収可能価額が帳簿価額を下回る

ものについて帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上

しております。

なお、今般策定いたしました当社グループ平成20

年度からの新中期３か年経営計画の重要施策とな

るスクラップ＆ビルドの推進を計画し、減損兆候

の判定をより厳しく行った結果、一部の店舗にお

いて減損損失4,121百万円を追加計上しておりま

す。 

当資産グループの回収可能価額は正味売却価額ま

たは使用価値により測定しております。 

正味売却価額は不動産鑑定基準またはそれに準じ

る方法により算定しております。 

また、使用価値は、将来キャッシュ・フローを

3.0％で割引いて算定しております。

(内訳)

建物 3,200百万円

その他 1,159百万円

計 4,360百万円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 192,375 52,016 10,832 233,559

　

　　（変動事由の概要）

　　増加は単元未満株式の買取りによるものであり、減少は単元未満株式の売却によるものであります。

　

当事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 233,559 34,973 27,390 241,142

　

　　（変動事由の概要）

　　増加は単元未満株式の買取りによるものであり、減少は単元未満株式の売却によるものであります。
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

車輌
及び運搬具
(百万円)

器具
及び備品
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

12 3,979 3,992

減価償却
累計額
相当額

3 1,555 1,559

減損損失
累計額
相当額

― 262 262

期末残高
相当額

8 2,161 2,170

　　(注)　取得価額相当額の算定は、未経過リース料期末残

高の有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法によっておりま

す。

車輌
及び運搬具
(百万円)

器具
及び備品
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

12 4,150 4,162

減価償却
累計額
相当額

6 1,906 1,912

減損損失
累計額
相当額

─ 1,079 1,079

期末残高
相当額

6 1,164 1,170

　　(注)　取得価額相当額の算定は、未経過リース料期末残

高の有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法によっておりま

す。

２　未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高

未経過リース料期末残高相当額

１年以内 676百万円

１年超 1,757百万円

合計 2,434百万円

リース資産減損勘定期末残高 183百万円

　　(注)　未経過リース料期末残高相当額の算定は、未経過

リース料期末残高の有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込み法

によっております。

２　未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高

未経過リース料期末残高相当額

１年以内 692百万円

１年超 1,557百万円

合計 2,250百万円

リース資産減損勘定期末残高 967百万円

　　(注)　未経過リース料期末残高相当額の算定は、未経過

リース料期末残高の有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込み法

によっております。

３　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

支払リース料 705百万円

リース資産減損勘定の取崩額 54百万円

減価償却費相当額 705百万円

減損損失 70百万円

３　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

支払リース料 749百万円

リース資産減損勘定の取崩額 62百万円

減価償却費相当額 749百万円

減損損失 847百万円

４　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。
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(有価証券関係)

前事業年度末(平成19年２月28日)及び当事業年度末(平成20年２月29日)において、子会社株式で時

価のあるものは、ありません。

　

(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成19年２月28日)
当事業年度

(平成20年２月29日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

　退職給付引当金 2,805百万円

　減損損失 3,162百万円

　固定資産評価損 1,253百万円

　賞与引当金 313百万円

　店舗閉鎖損 201百万円

　未払事業税、未払事業所税 196百万円

　役員退職慰労引当金 172百万円

　関係会社株式評価損 32百万円

　投資有価証券評価損 10百万円

　その他 275百万円

繰延税金資産小計 8,424百万円

評価性引当額 △1,233百万円

繰延税金資産合計 7,191百万円

繰延税金負債

　退職給付信託設定益 827百万円

　圧縮勘定繰入損 48百万円

　その他有価証券評価差額金 418百万円

　その他 17百万円

繰延税金負債合計 1,311百万円

繰延税金資産純額 5,879百万円
　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

　退職給付引当金 1,965百万円

　減損損失 2,685百万円

　リース減損勘定 393百万円

　賞与引当金 327百万円

　店舗閉鎖損 42百万円

　未払事業税、未払事業所税 123百万円

　役員退職慰労引当金 142百万円

　繰越欠損金 2,707百万円

　関係会社株式評価損 32百万円

　投資有価証券評価損 10百万円

　その他 231百万円

繰延税金資産小計 8,662百万円

評価性引当額 △7,065百万円

繰延税金資産合計 1,597百万円

繰延税金負債

　退職給付信託設定益 828百万円

　圧縮勘定繰入損 48百万円

　その他有価証券評価差額金 212百万円

繰延税金負債合計 1,089百万円

繰延税金資産純額 507百万円
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

0.3％

　住民税均等割額 4.9％

　評価性引当額の増減 △54.0％

　その他 1.7％

　税効果会計適用後の
　法人税等の負担率

△6.5％

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

当事業年度は、税引前当期純損失を計上している

ため、記載しておりません。
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１株当たり純資産額 544.84円１株当たり純資産額 432.28円

１株当たり当期純利益金額 42.02円１株当たり当期純損失金額 98.22円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

２　１株当たり純資産額および１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。
　

　　　　 １株当たり純資産額

前事業年度末 当事業年度末
(平成19年２月28日) (平成20年２月29日)

貸借対照表の純資産の部の合計額
（百万円）

38,100 30,225

普通株式に係る純資産額（百万円） 38,100 30,225

普通株式の発行済株式数（千株） 70,162 70,162

普通株式の自己株式数（千株） 233 241

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（千株）

69,929 69,921

　
　　　　 １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額

前事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり
当期純損失金額

当期純利益又は当期純損失(△)(百万円) 2,939 △6,867

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ─

普通株式に係る当期純利益又は普通株式
に係る当期純損失(△)(百万円)

2,939 △6,867

普通株式の期中平均株式数(千株) 69,947 69,920

　

EDINET提出書類

株式会社東急ストア(E03085)

有価証券報告書

77/93



(重要な後発事象)

　
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

　　　　　　　　　――――― 当社と親会社である東京急行電鉄株式会社は、平成20
年３月27日開催のそれぞれの取締役会において平成20
年７月１日をもって同社を株式交換完全親会社、当社が
株式交換完全子会社となる旨の株式交換契約を締結す
る決議を行い、同日付で契約締結をいたしました。
　同契約に基づき、当社は平成20年５月22日開催の定時
株主総会の承認を経て、平成20年７月１日を効力発生日
とする株式交換を行う予定であります。
　本株式交換により当社が東京急行電鉄の完全子会社と
なることで、経営戦略が一体化し、これまで以上に迅速
な意思決定とグループシナジーを最大限発揮すること
が可能となり、当社が持続的成長を果たすことで沿線価
値向上に貢献できるものと考えております。
(1) 株式交換完全親会社の概要(平成19年９月30日現
在)

① 商　
号

東京急行電鉄株式会社

② 住　
所

東京都渋谷区南平台町５番６号

③ 代表
者

代表取締役社長　越村　敏昭

④ 事業
内容

交通事業、不動産事業、リテール事業、

レジャー・サービス事業、ホテル事業、

鉄道車両関連事業、商社業

⑤ 資本
金

121,723百万円

⑥ 発行済株式総数 1,221,548,561株

⑦ 純資
産

381,720百万円(連結)

⑧ 総資
産

1,946,383百万円(連結)

(2) 株式交換の日程

平成20年５月22日
株式交換承認株主総
会

平成20年６月24日(予定)株式売買最終日

平成20年６月25日(予定)上場廃止日

平成20年７月１日(予定)
株式交換日(効力発
生日)

平成20年８月下旬(予定) 株券交付日

(３) 株式交換比率

会　社　名
東京急行電鉄
(完全親会社)

当　社
(完全子会社)

株式交換比率 １ １

※当社の普通株式１株に対し、東京急行電鉄普通株式を
１株割当交付いたします。
(但し、同社保有の当社普通株式27,781,353株について
は、割当交付いたしません。)
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価
証券

その他
有価証券

㈱横浜銀行 426,082 293

㈱東急コミュニティー 100,000 226

住友信託銀行㈱ 248,963 178

㈱東急エージェンシー 305,280 119

㈱東急レクリエーション 174,000 108

中央三井トラスト・ホールディングス㈱ 134,177 98

イッツ・コミュニケーションズ㈱ 600 30

東急保険コンサルティング㈱ 6 20

伊藤忠食品㈱ 5,000 15

プララ都市開発㈱ 152 7

その他9銘柄 84,376 24

計 1,478,636 1,122
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

減価償却
累計額又は
償却累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産

　建物 70,0542,723
7,536
(3,200)

65,241 47,0002,249 18,240

　構築物 2,669 124
563
(130)

2,230 1,785 72 444

　機械及び装置 965 151
228
(7)

888 652 17 236

　車両及び運搬具 61 ─
2
(1)

58 55 1 3

　器具及び備品 8,741 389
632
(151)

8,497 7,525 397 972

　土地 30,073 ─ 283 29,789 ─ ─ 29,789

　建設仮勘定 684 3,884 4,563 5 ─ ─ 5

有形固定資産計 113,2487,274
13,811
(3,490)

106,711 57,0202,739 49,691

無形固定資産

　のれん 400 ─ ─ 400 86 80 313

　借地権 1,306 ─ ─ 1,306 ─ ─ 1,306

　ソフトウェア 674 301 22 953 492 119 460

　その他 58 29
5
(5)

83 9 0 73

無形固定資産計 2,439 330
27
(5)

2,742 588 200 2,154

長期前払費用 289 205
46
(17)

448 173 26 275

繰延資産

― ― ─ ─ ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注) １　「当期減少額」欄の(　)内は内書きで、減損損失の計上額であります。

２　建物の当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

新設４店舗 2,253百万円

３　建物の当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

筑紫野店、寮 売却 3,519百万円

４　建設仮勘定の主な当期増加額は、上記店舗の新設などによるものであります。
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 67 13 ─ ※  　 　  3 77

賞与引当金 771 806 771 ─ 806

役員賞与引当金 25 ─ 25 ─ ─

役員退職慰労引当金 398 ─ 49 ─ 349

(注)　※は洗替による戻入額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

　

内訳 金額(百万円)

現金 1,636

預金

当座預金 4

普通預金 23

別段預金 7

小計 33

合計 1,669

　

②　売掛金

　相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

東急カード㈱ 919

三菱UFJニコス㈱ 604

㈱ジェーシービー 266

三井住友カード㈱ 156

アメリカンエキスプレスInt,Inc. 117

その他 269

計 2,333

　

　滞留状況
　
前期繰越高
(百万円)
(Ａ)

当期発生高
(百万円)
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)
(Ｃ)

当期末残高
(百万円)
(Ｄ)

回収率(％) 滞留日数(日)

1,457 67,630 66,754 2,333 96.6 10.3

(注)　計算方法

回収率＝
(Ｃ)

滞留日数＝
((Ａ)＋(Ｄ))÷２

×月平均営業日数
(Ａ)＋(Ｂ) (Ｂ)÷12
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③　商品

　

内訳 金額(百万円)

一般食品 2,267

生鮮食品 196

衣料品 2,504

生活用品 2,486

その他 190

計 7,644

　

④　貯蔵品

　

内訳 金額(百万円)

包装資材 34

事務用消耗品等 5

計 40

　

⑤未収入金

　

内訳 金額(百万円)

仕入割戻金 1,674

ポイント未収入金 1,532

売上金 1,249

受取流通費 491

その他 400

計 5,348

　

⑥　差入敷金保証金

　

相手先 金額(百万円) 摘要

東京急行電鉄㈱ 4,512三軒茶屋店他

川口作久 1,062湘南店

中野サンクォーレ商業施設共有者 
組合

952中野店

東京圏駅ビル開発㈱ 725大森店

東京地下鉄㈱ 676高島平店

その他 13,980湘南店他

計 21,909
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⑦　買掛金
　

相手先 金額(百万円)

伊藤忠食品㈱ 826

国分㈱ 762

㈱菱食 712

㈱セントラルフーズ 507

JA全農青果センター㈱ 336

その他 9,567

計 12,712

　

⑧　短期借入金
　

借入先 金額(百万円)

三菱UFJ信託銀行㈱ 2,335

東急ファイナンスアンドアカウンティング㈱ 2,186

㈱三菱東京UFJ銀行 1,859

㈱横浜銀行 1,757

中央三井信託銀行㈱ 1,576

その他 3,264

計 12,977
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⑨　長期借入金

　

借入先 金額(百万円)

中央三井信託銀行㈱
(1,550)
4,180

三菱UFJ信託銀行㈱
(1,394)
3,880

㈱三菱東京UFJ銀行
(1,659)
3,782

㈱横浜銀行
(838)
2,450

日本政策投資銀行
(345)
2,350

その他
(1,344)
8,442

計
(7,130)
25,084

(注)　(　)内は内数で一年以内に返済すべき金額であり、貸借対照表では流動負債に計上しております。

　

⑩　預り敷金保証金

　

内訳 金額(百万円)

店舗保証金 4,912

その他 448

計 5,361
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(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 ５月中

基準日 ２月末日

株券の種類
100,000株券、10,000株券、1,000株券、500株券、100株券、100株未満の株式数を表示した
株券

剰余金の配当の基準日 ８月31日、２月末日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

　　取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社　本店

　　株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

　　取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店
日本証券代行株式会社　本支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 １枚につき200円

単元未満株式の買取り

　　取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社　本店

　　株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

　　取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店
日本証券代行株式会社　本支店

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

本会社の公告方法は電子公告とする。但し、事故その他やむを得ない事由によって電子
公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
なお、電子公告は本会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。
http://www.tokyu-store.co.jp/

株主に対する特典

毎年２月末日及び８月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載されている１単元
(1,000株)以上所有の株主を対象に、次のとおり「株主お買物優待券」を年２回贈呈い
たします。

所有株式数 １回当りの贈呈額

1,000　～　1,999　株100円券　×　100枚　＝　１万円の優待券

2,000　～　2,999　株100円券　×　200枚　＝　２万円の優待券

3,000　～　3,999　株100円券　×　300枚　＝　３万円の優待券

4,000　～　4,999　株100円券　×　400枚　＝　４万円の優待券

5,000　株以上 100円券　×　500枚　＝　５万円の優待券
当社店舗での、現金、東急グループ商品券、及びクレジットカードによるお買物で、１回
のお買上げ金額(１枚のレシートの消費税込の金額)1,000円以上につき、1,000円ごと
に、各１枚(100円)をご利用になれます。

(注)　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定

による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権

利並びに株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利以

外の権利を有しておりません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第68期)

自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日

平成19年５月28日
関東財務局長に提出。

　
(2) 半期報告書 (第69期中)自　平成19年３月１日至

　平成19年８月31日
平成19年11月22日
関東財務局長に提出。

　
(3) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19

条第２項第６号の２の規定に基づく臨時
報告書(提出会社が株式交換完全子会社
となる株式交換)

平成20年３月27日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年５月24日

株式会社　東急ストア

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　　田　　口　　茂　　雄　　㊞

　

指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　　松　　尾　　浩　　明　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社東急ストアの平成18年３月１日から平成19年２月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連

結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社東急ストア及び連結子会社の平成19年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

　

追記情報

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載されているとおり、会社は「『退職給付に係る会

計基準』の一部改正」及び「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関する適用指針」を適用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年５月22日

株式会社　東急ストア

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　　田　　口　　茂　　雄　　㊞

　

指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　　松　　尾　　浩　　明　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社東急ストアの平成19年３月１日から平成20年２月29日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社東急ストア及び連結子会社の平成20年２月29日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

　

追記情報

　重要な後発事象に東京急行電鉄株式会社との株式交換に関する事項が記載されている。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年５月24日

株式会社　東急ストア

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　　田　　口　　茂　　雄　　㊞

　

指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　　松　　尾　　浩　　明　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社東急ストアの平成18年３月１日から平成19年２月28日までの第68期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社東急ストアの平成19年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

重要な会計方針に記載されているとおり、会社は「『退職給付に係る会計基準』の一部改正」及び「『退

職給付に係る会計基準』の一部改正に関する適用指針」を適用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年５月22日

株式会社　東急ストア

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　　田　　口　　茂　　雄　　㊞

　

指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　　松　　尾　　浩　　明　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社東急ストアの平成19年３月１日から平成20年２月29日までの第69期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社東急ストアの平成20年２月29日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　重要な後発事象に東京急行電鉄株式会社との株式交換に関する事項が記載されている。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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